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第 1章 

序論 

Introduction 

第 1節 力を再現する機械 

科学・工学の歴史上において理論を検証するために実験装置を作成し実験を行ってその結

果を解析することは科学的検証の過程で普遍的に行われることである．これは機械工学の分

野でも例外ではない．たとえば，ある機械・構造物の動的な挙動を調べる場合は対象に動的

な力を加え，その際に生じる応答を計測することが行われる．このような試験は動的試験と

呼ばれる．この場合，アクチュエータがあらかじめ定められた所望の動的な力を再現できて

いれば，応答として得られた出力を計測することにより対象物の挙動を解析することが可能

である[1]．本論文では，このような所望となる力を再現するための装置をひとまとめにして

動揺再現装置と呼ぶ．この装置はアクチュエータとなる油圧シリンダや電動機一つで構成さ

れることもあれば，複数のアクチュエータを組み合わせて作られることもある．動揺再現装

置の具体例は第 2節で述べる． 

実験は現象解明や理論検証のために重要視される一方で，装置を作成するコストが必要で

あり，また，実験の進展によって装置の改良や改造が必要になるといった追加コストが必要

になるなどの問題点も抱えている．さらに，工学上の実験では様々な要因により実現困難な

事象を扱うこともある．そのため，現代では実験の一部を数値シミュレーションで代替する

ことは多くみられる．これらはハイブリッド試験[2]や DSS 試験[3][4]として先行研究がなさ

れている通りである．これらの試験では実験を成功させる要として動揺再現装置の高精度な

運動再現が重要視されている． 

例として，ここでは降雨後の路面を高速で走る自動車が急旋回をするような現象を実験す

る場合を考える．このような実験を行うには実験に適した場所の確保，自動車を運転するも

のに対する安全対策，実験の条件に適合する降雨があった後の路面を用意しなければならな

いなど，実験条件をすべて満たす環境を用意することは難しい．さらに別の例として，運転

操作時におけるヒヤリハット事例の検証などは実物の自動車や飛行機などを利用しての実験
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は被験者の安全確保の問題などから，その実現はきわめて困難であることがあげられる．こ

のようなコストや，実際の実験上に生じる問題を回避して，実験の目的である事象を解明す

るためには実際の実験を別の手段によって模擬する必要ある．そのためには，実験のための

環境を模擬する装置を用意して，実験したい現象を再現できる装置を用意することが必要で

ある．そのための手段として計算機による数値シミュレーションは任意の実験環境や自動車

の挙動をプログラミングによって設定できる点などが魅力的である． 

先の自動車が急旋回する例について考えていくと，雨にぬれた路面の状況と高速で走る自

動車に急旋回させることは数値計算で自動車の挙動をシミュレートすることは可能である．

しかし，「ドライバーが雨にぬれた路面を高速で走る自動車によって急旋回したときどのよう

な反応をするか」までを実験に含めると，コンピュータによる数値計算だけでは限界がある．

まず，人間のふるまいを完全に計算機上で再現できたという話を筆者は聞き及んでいない．

たとえば日本の産業技術総合研究所(AIST)が作成したデジタルヒューマンモデル[5]は人体の

力学的な挙動，稼動範囲のシミュレートを可能にしているが，自動車を運転してどのように

感じたかをシミュレーションするのは困難だろう．人間に関する研究，調査をする以上は実

際に被験者の協力によって調査を行うことが確実である．ほかにも，ある構造物の地震時に

おける応答を評価する場合[6]や，自動車・航空機などの部品に対して行われる試験[7]や開発

途上にある機械の操縦性能を想定する場合[8]には実際の部品を利用することで，実験結果に

対する信頼性が担保されるという考え方もある．さらには，非線形性を有する物理モデルで

表現されるものは数値計算によってシミュレーションをするうえで制約が生じる．たとえば，

ある微分方程式モデルの解析的な解が存在しない場合には実験によって挙動を計測すること

が必要となる．たとえば土壌の特性などを評価する場合[9]などがこれに該当する． 

この例からも明らかなように，動揺再現装置は数値シミュレーションによる実験の代替が

行われるようになった現代でも必要とされる実験装置である．また，試験や評価に用いられ

ることが多い動揺再現装置には高精度な力の再現が必要とされている． 

第 2節 動揺再現装置 

先に挙げた例では研究所や実験室などの実験装置を構成する一部としての動揺再現装置を

述べたが，この装置はほかにも社会の様々な場面で見ることができる．動揺再現装置として

ひろく見受けられるものには自動車の挙動を模擬するドライビングシミュレータが挙げられ

る[10]．わが国では東京農工大学工学部[11]や，東京大学生産技術研究所[12]，交通安全環境
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研究所[13]などの研究機関で利用されている．ほかにもトヨタ自動車の研究所にドライビング

シミュレータが導入されている[14]．最近の国際会議でも A. Bertzらよって新たなドライビン

グシミュレータの提案が行われる[15]など，世界各国において自動車分野の研究に用いられて

いる装置である．なお，ドライビングシミュレータにおいてもやはり高精度な力の再現は必

要とされる．たとえばドライビングシミュレータの提供する映像と，それに付随する動揺再

現装置の提供する力が物理的な意味合いとしてあっていない場合には乗り物酔いと同じ現象

が生じるとされている．これについては ITOらの研究 [14]でも触れられている．ドライビン

グシミュレータ以外では航空機の挙動を再現するフライトシミュレータが代表的である．宇

宙航空研究開発機構 (JAXA)における研究利用[16]では飛行状況の模擬に利用されている．さ

らに鉄道技術総合研究所 (RTRI)では車両の乗り心地をシミュレートする目的で，その動揺を

再現するシミュレータ装置が用いられている[17]．なお，乗り物の運動を再現するこれらの装

置は一般にビークルシミュレータと呼ばれる． 

さらに地震時における構造物の挙動を研究する目的で利用される動揺再現装置がある．こ

のような地震波を再現する装置は建築・土木分野や機械工学の分野では振動台と呼ばれ，地

震による振動を模擬し，建造物や大型機械装置の地震時における挙動を確認するための実験

装置である[18]．これは地震を人工的に再現する装置であり，主に建造物・構造物の地震時お

ける挙動を評価するために用いられる．近年では地震時における列車の挙動を調査するため

に振動台が用いられる[19]など，応用される分野は広がっている．  

 

(注釈) 

地震波形の再現を行う機器は一般に「振動台」と言われ，英語では“Shaking Table”と言われ

る．しかし，この用語は建築・構造力学などの分野で主に使われる専門用語であるため本論

文では機械力学・制御工学分野でも意味が通じやすいように，「地震波再現装置」という語も

文脈により用いる． 

 

第 1 節でも紹介したように振動台に関する研究では建造物・構造物のみならず土層のずれ

やすべりを評価する実験でもこの装置が用いられる．これは，連続体である建造物・構造物

や土層の地震時における挙動をすべて数値計算するのは困難を伴うからである．代表的な振

動台としては防災科学技術研究所(NIED)が保有している E-ディフェンス[20]が挙げられる．

米国ではジョンズホプキンス大学で振動台の開発が行われている[21]．英国のブリストル大学

にも土木工学における研究用途などのために振動台がある[22]．  
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第 3節 制御の課題 

まず動揺再現装置の構造について述べる．図 1.1 は動揺再現装置の一つの構成例である．

床などに固定するベース，アクチュエータを有するストラット，ビークルシミュレータでは

キャビンを搭載し，振動台の場合には試験対象の構造物を積載するプラットフォームから成

る．アクチュエータは動揺再現装置の用途によって油圧シリンダや電動モータと直動機構な

どが使用される．動揺再現装置においてベースとプラットフォームでアクチュエータをどの

ように配置するかは装置で再現する運動と設置する場所などの要因で決められる．プラット

フォームの運動を直動 3 軸と回転 3 軸とするならば，合計 6 個以上のアクチュエータが必要

であるが，その配置には複数のものが考えられる．その一部を図 1.2に示す． 

 

 

Fig. 1.1  General components of motion simulators 

 

 

Fig. 1.2  Variations of structure : (a) Shaking table in NIED type , (b)Stewart type platform, 

(c)Shaking table in University of Bristol type 

 

  

Specimen 
(ie: structure model, 
Vehicle cabin etc…)

Actuators

Platform

Basement

(a) (b) (c)
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特に図 1.2の(a)は E-ディフェンスなどの振動台に見られるものである．(b)はスチュワート

プラットフォーム型[23]と呼ばれ，ビークルシミュレータに多く見られる．(c)はブリストル

大学の振動台[22]が採用している配置を参考にしたものであり，この配置でも直動 3軸回転 3

軸の運動を再現可能である． 

アクチュエータの配置は制御の観点から見ると制御対象をモデリングする際に作成すべき

モデルが複雑なものになるか簡素なものになるかという点に大きく影響する．(a)の配置であ

れば，アクチュエータの駆動方向とプラットフォームの運動方向は平行であるため，伝達関

数などで現される簡単なダイナミクスによってモデルを表現することができる．一方で，(b)

や(c)のようなアクチュエータの駆動方向とプラットフォームの運動方向が異なる場合には駆

動方向に沿って発生する力を運動方向へ変換する作業が必要となる．そのため(b)や(c)の制御

に際しては，マルチボディダイナミクスなどを利用してモデルを作成することが適当である．

特にスチュワートプラットフォームはロボティクスにおける閉ループロボット[24]に属する

ことから，その制御を扱った論文はロボティクス分野の研究に属することが多い．モデリン

グの複雑さは制御系を構成する際に線形制御をベースとしたもので十分であるか，幾何学的

非線形性を考慮するために非線形制御などが必要であるかに影響する． 

動揺再現装置の主たる目的は対象物の挙動を試験することである．装置単体であるならば，

そのダイナミクスを精緻に同定することで，装置の運動を正確に制御することが可能である．

制御については変位や角度をベースとした制御を利用すると装置の駆動限界を変位信号で考

えるほうられるため速度や加速度を考慮して制御よりも簡易であり，装置の運転時において

は運転者が動作状況を把握しやすい利点がある．一方で動揺再現装置単体のダイナミクスが

既知であるならば再現装置に生じる力を参照することで装置による正確な入力を実現できる

可能性がある．そのため，力を再現する観点からは加速度を考慮して制御することが望まし

い．加速度と力はその定義式からも明らかなとおり質量を係数とした関係にあるが，変位や

速度は力の入力に対して何かしらのダイナミクスが関与した結果として得られるものである．

そのためこのダイナミクスの中に未知の部分が存在する場合，変位や速度の正確な制御がす

なわち正確な力の再現になっているとは限らない．特にこの問題は振動台においてよく見ら

れる問題である．振動台ではそのプラットフォーム上に試験対象となる構造物などがおかれ

る．そのため，装置を制御する際には未知のダイナミクスが存在する．この問題は制御工学

においてはロバストな制御系実現として扱われる．古くは高橋らの書籍でも例題としてみる

ことができる[25]．試験対象のダイナミクスは未知であるから，これを制御系設計に利用する
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ことはできない．また，地震の波形は加速度データとして記録されることが多い．このため

実際に振動台を応用してなされる研究では地震波加速度の再現性能が重視される[26]． 

本研究で着目した加速度の高精度な再現によって力の高精度再現を行う手法は田川らの研

究グループで研究が多くなされてきている．まず，田上らの研究では加速度の高精度な再現

によって力の再現が可能であることを実験によって示している[27]．振動台に関しては岡本，

田川らにより 3 自由度電動加振装置を用いて試験対象の影響を受けない振動台の制御を目標

とした実験が行われている[28]．さらに弘中らによる油圧駆動アクチュエータを加速度フィー

ドバックで制御する研究が過去には報告されている[29]．ほかにも関らの研究グループは被加

振物を搭載した際の加速度再現性向上を図るために用いる制御手法を検討している[30]．さら

に例として挙げたNakataの研究でも加速度の再現性能を向上させる制御系の構成が論じられ

ている[21]． 

一方で，加速度を利用する制御にも問題は存在する．加速度の制御では装置のドリフトが

問題となる．これは動揺再現装置で再現する加速度信号がまったく直流成分を含まないわけ

ではないことと，加速度信号の計測ではノイズを完全に除去しきれないためその影響を排除

しきれないことが原因と考えられる． 

ここまでに紹介した先行研究の結果を踏まえて，本研究では高精度な加速度再現が可能な

制御系設計方法を提案するとともに，ドリフト現象に対する回避策を併せ持った制御系設計

方法を提案する．  

また，先に紹介したとおり，モーションシミュレータはその一部に機構的な非線形性を有

するものがある．スチュワートプラットフォームのような幾何学的な非線形特性を扱った先

行研究として A.O.Gizatullin らの研究[32]が挙げられる． 

本研究では田川らによる Inverse Dynamics Compensation via Simulation feedback(IDCS)手法

[33]と Stotenによる Minimal Control Synthesis (MCS)手法[34][35]を組み合わせ，数値シミュレ

ーション上のフィードバックを利用した近似的逆ダイナミクスの計算を用いることで幾何学

的な非線形性を持つダイナミクスが含まれるスチュワート型モーションシミュレータのフィ

ードフォワード制御を行う方法も提案する． 

第 4節 本論文の構成 

序論に続く 4 つの章で動揺再現装置の制御における研究の成果を報告する．まず，第 2 章

では周波数領域に着目した制御系設計手法によって小型振動台の加速度波形再現性能の向上
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を狙った制御系を構築し，実験を行った結果を示す．この章では，目標値信号は系の周波数

に応じて変位フィードバックと加速度フィードバックを連続的に使い分けることが可能であ

ることを示す．第 3 章では時刻暦応答に着目する現代制御理論に基づいて，第 2 章で述べた

加速度・変位信号を目標信号とその周波数に応じて使い分ける制御系がきわめてシステマチ

ックな設計手法によって実現できることを示す．第 4 章からは適応アルゴリズムをこの分野

で利用する試みを述べる．第 4 章では適応制御の基本的な制御系構造について紹介する．続

く第 5 章では動揺再現装置の中でも，その構造に幾何学的な非線形性を含むスチュワートプ

ラットフォーム型の装置に対する制御を適応制御によって行う場合を述べる．最後に，第 6

章において，動揺再現装置の分野における制御系の研究にて現在残されている問題点と今後

の展望について述べ，第 7 章では論文全体をまとめ，結論を述べる． 
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第 2章 

変位・加速度フィードバックの基礎原理 

Fundamental scheme both displacement and 

acceleration signal feedback 

第 1節 加速度再現性能の重要性 

加速度の再現性能が重視される理由は序論で述べたとおり，動揺再現装置によって再現す

るものが力であり，力は加速度と質量を係数とした比例であるからである．加速度を制御す

ることで間接的に力を制御することも序論で紹介したとおりで，田上らの先行研究[27]で示さ

れている．この研究では既知の質量へ任意の加速度を与えることにより任意の慣性力を発生

させることが実現可能であることを示している．すなわち，正確な力の再現には正確な目標

加速度の再現が必要となる． 

機械の運動制御において考えるべき物理量は，代表的には変位(角度)，速度(角速度)，加速

度(角加速度)である．力学理論の上ではこれらが微積分の関係を有する．特に速度信号は制御

の安定性とも密接に関連するため重視される傾向にある．しかし，変位・速度・加速度の計

測信号は必ずこの関係を満たすわけではない．まず，センサも機械の一つであるからそのダ

イナミクスを有する．センサには固有の計測レンジが設定されているため，低周波数域の信

号を計測した加速度センサの計測値を 2 階積分しても同じ運動を計測した変位センサの計測

値に一致するとは限らない．そのため，従来のように変位を参照することで操作量を導出す

る制御系では加速度の再現ができていないことがありうる． 

計測レンジのほかにもノイズに対する問題がある．計測機器に一定の振幅を有する計測ノ

イズが存在する場合，式(2-1)と式(2-2)に示す微積分関係の式から信号の角振動数𝜔𝑛が 1rad/s

未満の周波数成分は加速度より変位の信号が大きい振幅を持ち，1rad/s 以上の周波数成分では

加速度信号のほうが変位信号よりも大きい振幅を有することがいえる． 

 

 



第 2 章 

  13 / 90  

𝑥 = 𝑠𝑖𝑛(𝜔𝑛𝑡) (2-1) 

𝑑2

𝑑𝑡2
𝑥 = −𝜔𝑛

2𝑠𝑖𝑛(𝜔𝑛𝑡) (2-2) 

そのため，一定の振幅を有するノイズがこれらの計測機器に存在する場合，低周波数域で

は変位の信号のほうが加速度信号よりも大きい振幅を有することからノイズと計測値を分離

しやすく，高周波数域では逆に加速度信号のほうがノイズと分離しやすい． 

このような特性を考慮して複数のセンサを用いることである物理量を計測する試みはセン

サフュージョンと呼ばれる[36]．先行研究で森，木田らにより人工衛星への適用例が報告され

ている[37]． 本研究ではセンサフュージョンに着想を得て，加速度を直接参照する要素を有

する制御系を提案する．先行研究としては Uchiyama らの電動加振機に対する変位・加速度の

制御[38]がある．この研究では H∞フィルタを利用した制御系を用いているが，本研究では変

位と加速度の目標値から出力に至る伝達特性を任意に設計することが可能な手法を提案する．

本章ではその原理とそれを利用した実験について述べる． 

第 2節 加速度フィードバックの有効性 

ここで加速度フィードバックを導入する場合，どのような効果が期待できるかを検証する

ために行った数値シミュレーションを紹介する．図 2.1 は変位のみをフィードバックする状

態オブザーバ[39]をもとに構成した制御系と，本研究でこれから述べる変位・加速度をともに

フィードバックする制御系を比較した数値シミュレーションの結果である．図 2.2 は変位の

みのフィードバックと変位・加速度をフィードバックする制御の操作量を比較したものであ

る．比較する双方の制御で同じ規範となる線形システムの応答へ追従させる制御系を設計し

ている．状態オブザーバの設計にはMatlabに含まれる LQR最適ゲイン導出関数を利用した．

制御対象は油圧シリンダをモデルとした 2 次遅れ系である．ただし，計測ノイズを模擬する

ために正規分布に従う信号をフィードバック信号へ加えた．この数値シミュレーションで採

用したオブザーバや制御系のパラメータ等を表 2.1 に示す．また，シミュレーション結果に

対する数値上の比較を表 2.2 に示す． 

  



第 2 章 

  14 / 90  

 

Table 2.1 Numerical simulation parameters 

Simulated plant model [
�̈�
𝑦
] =

3.00 × 104

𝑠2 + 5.30 × 102𝑠 + 3.00 × 104
[𝑠

2

1
] 𝑢 

Observer weight matrix Q diag(1,1) 

Observer weight matrix N [1 1]𝑇 

Observer weight matrix R 1 

Desired character pole (1) −9.00 × 10 + (4.36 × 10)𝑖 

Desired character pole (2) −9.00 × 10 − (4.36 × 10)𝑖 

Simulated noise mean 0.00 

Simulated noise standard deviation 1.00 × 10−6 

 

 

Fig2.1 Comparing only displacement feedback with both displacement and acceleration feedback on 

numerical simulation study 
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 Fig 2.2 Comparing control input control input on only displacement feedback with displacement and 

acceleration feedback. 

 

Table 2.2 Numerical simulation results comparing only displacement control with both displacement and 

acceleration feedback control 

 
Root Mean Square Error 

Displacement Acceleration 

Disp. feedback only 4.48 × 10−7 1.78 × 10−2 

Both Acc. and Disp. feedback control 9.02 × 10−5 1.30 × 10−2 

 

表 2.2 に示した通り，制御によって同じ伝達特性を与えているにも関わらず，変位の再現

性能と加速度の再現性能の双方において制御手法によって制御結果に差が生じる．この数値

シミュレーションの結果より，変位のみをフィードバックして制御を行うよりも，加速度を

直接フィードバックすることで加速度に対する制御性能が向上すると予想できる． 

しかし，加速度を直接フィードバックする際には問題もある．動的な運動制御をおこなう

場合には目標となる加速度波形が直流成分に近い周波数成分を含まないこと，加速度や力の

センシングが極めてノイズを多く含みやすい装置によってなされることである．目標値が直

流成分に近い成分を含まないことはドリフト現象を生じる一因となる．この問題に対する解

決策としては直流成分に近く低い周波数成分を含む変位信号をフィードバックすることが有
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望である．そのため，変位のフィードバックと加速度のフィードバックをどのように操作量

導出へ利用するかを考えなければならない． 

第 3節 加速度・変位フィードバック系の構築 

そのような制御を考えた場合，たとえば信号周波数に応じてスイッチングを行う方法が思

いつく．先行研究で文献[40]において述べられているスイッチングを利用する方式は構成とし

ては簡単であるが，動的システムの内部にスイッチング要素が存在することはその内部に非

線形なダイナミクスが存在することになるため安定性の解析などは線形制御の場合よりも複

雑となる[41]．また，あるひとつの値を閾として設定した場合は閾値付近でチャタリングを生

じる．そこで本研究ではフィルタ特性を利用した，信号周波数に対応して連続に変化する重

み付けによって加速度信号を利用したフィードバック制御と変位信号を利用したフィードバ

ック制御を用いることで連続的な変位フィードバックと加速度フィードバック制御系の融合

を試みた．フィルタ特性による重み付けはフィードバックを構成した後に現れる閉ループ周

波数応答特性に対して行うことで設計がわかりやすくなる． 

まず，制御対象は次の式で定義される． 

[
�̈�
𝑦
] = [

𝑃11(𝑠)
𝑃21(𝑠)

] 𝑢 (2-3) 

この制御対象へ二つのフィードバックを施すことを考える．たとえば 2 自由度制御系を基

にした図 2.3 のフィードバック構成が考えられる．このフィードバック構成を分解し，それ

ぞれのフィードバックを単独に考えた際に得られる周波数応答特性は次の式のとおりとなる． 

𝑊ℎ(𝑠) =
𝐶𝑓1(𝑠)𝑃11(𝑠)

𝐼 + 𝐶𝑏1(𝑠)𝑃11(𝑠)
 (2-4) 

𝑊𝑙(𝑠) =
𝐶𝑓2(𝑠)𝑃21(𝑠)

𝐼 + 𝐶𝑏2(𝑠)𝑃21(𝑠)
 (2-5) 

このとき二つのフィードバック特性が次の式を満たすとする． 

𝑊ℎ(𝑠) + 𝑊𝑙(𝑠) = 𝑊𝑎𝑙𝑙(𝑠) (2-6) 
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Fig. 2.3 A kind of 2-dof control system synthesis 

 

Fig. 2.4Concept about closed loop character fusion 

 

この際に，制御対象の特性を考慮するならば，図 2.4 のように二つの出力値とそれに対応

する二つの目標値の間に新たに設定される制御特性が Wall(s)となると予想できる．この仮説

を次に説明する． 

図 2.5 はセンサフュージョンと提案手法のブロック線図を比較した図である．センサフュ

ージョン(図 2.5(a))を用いた制御の場合，それぞれの出力に対して低周波数域，高周波数域を

通過させるフィルタを用いて信号を整形し，整形された信号から変位や加速度を算出して制

御に利用する．これに対し，図 2.5(b)に示す提案手法ではフィルタを介さず，計測された値を

そのままフィードバック補償器へ入力する． 

今，図 2.5(b)に合わせて二つの伝達特性を設定する．まず，目標変位 r から出力変位 y ま

での伝達特性  (図 2.5(b)で Controller1 を含む閉ループ)．次に，目標加速度 �̈� から出力加速

度 �̈�までの伝達特性 (図 2.5(b)で Controller2を含む閉ループ)．この二つの伝達特性に違う周
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波数応答特性を与えておくと，周波数帯域別に適当な操作量がそれぞれの補償器で算出され

て，それらを足しあわされたものが制御対象へ入力されると予想される．フィードバックさ

れる信号をフィルタ特製のカットオフ周波数で使い分けることで，低周波数域の信号に対し

て特化した制御性能を持つ閉ループ制御系と，高周波数域の信号に対して特化した制御性能

を有する閉ループ制御系との組み合わせが可能となる． 

たとえば，図 2.6 のボード線図上で示されるローパス特性(青線)とハイパス特性(赤線)を先

述の閉ループ特性としてそれぞれ与えた場合，コントローラフュージョンを行った後で新た

に得られる一つの閉ループ特性は，この二つを足し合わせた緑線の応答特性となる．このよ

うに複数の制御系を融合する操作を含むことから，「コントローラフュージョン (Controller 

Fusion)」名づけた．  

以上の仮説を詳しく検討していく．そのために図 2.7 に 2 自由度制御系でコントローラフ

ュージョンを行う場合を考える．最初に操作量 u(s)に対して y1と y2からなる出力をそれぞれ

置く．この間に存在する制御対象 P(s)の伝達関数行列を式(2-8)と定める．ただし s はラプラ

ス演算子である． 

𝑃(𝑠) =  [
𝑃11(𝑠)

𝑃21(𝑠)
] (2-7) 

操作量 uは式(4)の形に設定する．Cf1(s)，Cf2(s)はフィードフォワード補償器であり，Cb1(s)，

Cb2(s)はフィードバック補償器である．r1，r2は制御系の目標値である． 

𝑢(𝑠) = [𝐶𝑓1(𝑠) 𝐶𝑓2(𝑠)] [
𝑟1(𝑠)
𝑟2(𝑠)

] + [𝐶𝑏1(𝑠) 𝐶𝑏2(𝑠)] [
𝑦1(𝑠)
𝑦2(𝑠)

] 
(2-8) 

 

 
 

(a) Sensor Fusion (b) Controller Fusion 

Fig. 2.5 Conceptual Block diagram of “Sensor Fusion” and “Controller Fusion” 

Controller Plant

Filter for Acc.

Filter for Disp.

+

+

Controller for Disp.

Plant

Controller for Acc.
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Fig. 2.6 Concept of Controller fusion on 

frequency domain 
Fig. 2.7 Block diagram of typical controller fusion 

 

ただし，式(2-8)は操作量の一例である．次に，コントローラフュージョンを行う際に個々

の補償器に要求される設計指針を述べる．図 2.8(a)は標準的な 1入力 1出力系の閉ループ系で，

目標値 r1から出力 y1までの伝達特性は次式で与えられる． 

𝑦1(𝑠) =
𝑃11(𝑠)𝐶𝑓1(𝑠)

1 − 𝑃11(𝑠)𝐶𝑏1(𝑠)
𝑟1(𝑠) (2-9) 

図 2.8(b)は制御対象の連成を考慮したブロック線図であり，図 2.7 から導かれる．図 2.8(b)

のブロック線図に従って計算すると，y1は式(2-10)と定められる． 

𝑦1(𝑠) =
𝑃11(𝑠)𝐶𝑓1(𝑠)

1 − 𝑃11(𝑠)𝐶𝑏1(𝑠)
𝑟1(𝑠)

+
𝑃11(𝑠)

1 − 𝑃11(𝑠)𝐶𝑏1(𝑠)


𝐶𝑓2(𝑠)

1 − 𝑃21(𝑠)𝐶𝑏2(𝑠)
𝑟2(𝑠) 

(2-10) 

これに対して，r1 が制御しようとしている対象の変位の目標値，r2 がその加速度の目標値

であるとき． 

𝑟2(𝑠) = 𝑠2𝑟1(𝑠) (2-11) 

式(2-10)を式(2-11)へ代入し r1について整理すれば式(2-12)となる． 
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𝑦1(𝑠) =
𝑃11(𝑠)𝐶𝑓1(𝑠)

1 − 𝑃11(𝑠)𝐶𝑏1(𝑠)
𝑟1(𝑠)

+
𝑃11(𝑠)

1 − 𝑃11(𝑠)𝐶𝑏1(𝑠)


𝐶𝑓2(𝑠)𝑠
2

1 − 𝑃21(𝑠)𝐶𝑏2(𝑠)
𝑟1(𝑠) 

(2-12) 

式(2-12)を書き換えると式(2-13)の形式を得る． 

𝑦1(𝑠) =
𝑃11(𝑠)𝐶𝑓1(𝑠)

1 − 𝑃11(𝑠)𝐶𝑏1(𝑠)
𝑟1(𝑠)

+
1

1 − 𝑃11(𝑠)𝐶𝑏1(𝑠)

𝑃11(𝑠)

𝑃21(𝑠)

𝑃21(𝑠)𝐶𝑓2(𝑠)𝑠

2

1 − 𝑃21(𝑠)𝐶𝑏2(𝑠)
𝑟1(𝑠) 

(2-13) 

式(2-13)を整理すると制御系を足し合わせた後の目標値 r1から出力 y1までの伝達特性が得

られる． 

𝑦1(𝑠) = {
𝑃11(𝑠)𝐶𝑓1(𝑠)

1 − 𝑃11(𝑠)𝐶𝑏1(𝑠)

+
1

1 − 𝑃11(𝑠)𝐶𝑏1(𝑠)


𝑃21(𝑠)𝐶𝑓2(𝑠)

1 − 𝑃21(𝑠)𝐶𝑏2(𝑠)
}𝑟1(𝑠) 

(2-14) 

議論を簡単にするために式(2-14)の各要素を記号により再定義して式(2-15)を置く． 

𝑦1(𝑠) =  {𝑊𝑟1𝑦1(𝑠) +𝐻𝑟2𝑦1(𝑠)𝑊𝑟2𝑦2(𝑠)}𝑟1(𝑠) (2-15) 

式(2-15)の𝑊r1y1(𝑠)は図 2.8(a)の閉ループ系における，変位目標値 r1から変位の出力 y1まで

の伝達関数である．𝑊r2y2(𝑠)は加速度をフィードバックする補償器 Cb2(s)と目標値 r2を入力と

するフィードフォワード補償器 Cf2(s)のみを用いた場合の，目標値 r2から加速度の出力 y2ま

での閉ループ特性の伝達関数である．同じく式(2-15)右辺の伝達特性𝐻r2y1(𝑠)は図 2.8(b)の r2

から y2への閉ループの操作量信号が要素P11(s)と変位のフィードバック補償器𝐶b1(𝑠)からなる

閉ループへ伝達され，最終的に y1として出力されるまでの伝達関数である．本論文ではこれ

をカップリング要素と呼ぶ．目標値 r2から出力 y2までの閉ループ伝達特性についても同様の

議論ができ，式(2-16)で定められる． 

𝑦2(𝑠) = {
𝑃21(𝑠)𝐶𝑓2(𝑠)

1 − 𝑃21(𝑠)𝐶𝑏2(𝑠)
+

1

1 − 𝑃21(𝑠)𝐶𝑏2(𝑠)


𝑃11(𝑠)𝐶𝑓1(𝑠)

1 − 𝑃11(𝑠)𝐶𝑏1(𝑠)
} 𝑟2(𝑠) (2-16) 
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式(2-16)についても記号により再定義し，式(2-17)と置く．ただし𝐻𝑟1𝑦2(𝑠)は r1から y2への

カップリング要素である． 

𝑦2(𝑠) = {𝑊𝑟2𝑦2(𝑠) +𝐻𝑟1𝑦2(𝑠)𝑊𝑟1𝑦1(𝑠)}𝑟2(𝑠) (2-17) 

図 2.8(c)はコントローラフュージョンによって生成される，目標値二つと出力を二つ持つ制

御系のブロック線図である．コントローラフュージョンでは図 2.8(a)に示された標準的な閉ル

ープを基に考えられる特性である𝑊r1y1(𝑠)と𝑊r2y2(𝑠)を足し合わせることで，新たな r1 から

y1までの伝達特性と r2から y2までの伝達特性が設計される．  

 

 

 

(a) Ordinary 2-dof closed loop (b) Revision of Fig. 2.7 

 

(c) Principle for Controller Fusion 

Fig. 2.8 Interaction between displacement and acceleration for control systems with controller 

fusion 

  

+

+
P11 (s)

Cb1 (s)

Cf1 (s) y1r1

+

q

+

+

P21 (s)

P11 (s)

Cb2 (s)

Cb1 (s)

Cf2 (s)

𝑃11(𝑠) 𝐶f1(𝑠)

1 − 𝑃11(𝑠) 𝐶𝑏1(𝑠)
 

+
+

+
+

r1

r2

y1

y2

Hr1y2 (s)

Hr2y1 (s)

+

+

+

+
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ただし，式(2-15)と式(2-17)にはカップリング要素𝐻r2y1(𝑠)と𝐻r1y2(𝑠)が存在するため，それ

らの影響を考慮する必要がある．簡単のため，最初にカップリング要素𝐻r2y1(𝑠)と𝐻r1y2(𝑠)の

ダイナミクスが無視できる場合を考える．そのために式(2-18)・式(2-19)の仮定を置く． 

𝐻𝑟1𝑦2(𝑠) = 1 (2-18) 

𝐻𝑟2𝑦1(𝑠) = 1 (2-19) 

このとき，コントローラフュージョン下での変位目標値 r1から変位出力 y1まで，および加

速度目標値 r2から加速度出力 y2までの各伝達特性は式(2-20)，式(2-21)に示すとおり一致する． 

𝑦1(𝑠) =  {𝑊𝑟1𝑦1(𝑠) +𝑊𝑟2𝑦2(𝑠)}𝑟1(𝑠) (2-20) 

𝑦2(𝑠) =  {𝑊𝑟2𝑦2(𝑠) +𝑊𝑟1𝑦1(𝑠)}𝑟2(𝑠) (2-21) 

特に閉ループ特性𝑊𝑟1𝑦1(𝑠)と特性𝑊𝑟2𝑦2(𝑠)に式(2-22)の関係があるならば式(2-23)，式(2-24)

が得られる． 

𝑊𝑟1𝑦1(𝑠) +𝑊𝑟2𝑦2(𝑠) = 1 (2-22) 

𝑦1(𝑠) =  𝑟1(𝑠) (2-23) 

𝑦2(𝑠) =  𝑟2(𝑠) (2-24) 

式(2-20)～式(2-24)はコントローラフュージョンの理想的な場合である．変位が高精度に検

出可能な低周波数域の変位フィードバック制御系(𝑊𝑟1𝑦1(𝑠)：ローパス特性)と高周波数域で高

精度に加速度が検出可能な加速度フィードバック制御系(𝑊𝑟2𝑦2(𝑠)：ハイパス特性)を足し合わ

せる(融合させる)と，二つの目標値に対して二つの出力を持つ制御系が構成でき，新たな特性

を設定することができる．特に式(2-18)，式(2-19)のもとで𝑊𝑟1𝑦1(𝑠)と𝑊𝑟2𝑦2(𝑠)が式(2-22)に従

えば出力の変位と加速度は目標の変位と加速度と完全に一致する．コントローラフュージョ

ンはこの性質を利用し，広い周波数帯で，出力の変位・加速度が高精度に目標値へ追従する

制御の実現が可能である． 
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しかし，式(2-18)と式(2-19)で置いた仮定は，厳密にはフィードバック制御をおこなわない

時に成り立つものであり，その場合制御系はモデル化誤差や外乱に対して脆弱になる．その

ため，モデルエラーや外乱に対するロバストな制御系を実現するという観点からは，式(2-15)

と式(2-17)で Wr1y1(s)と Wr2y2(s)のカットオフ周波数が𝜔cの場合，それらとカップリング要素

Hr1y2(s)と Hr2y1(s)がどのような関係にあれば式(2-23)と式(2-24)と近似的に等価なフィードバッ

ク制御系を実現できるかを考察する必要である． 

本論文で示すような制御対象が変位と加速度を出力する場合，運動方程式から導かれる特

性は P11(s)がローパス特性，P21(s)がハイパス特性となるのが一般的である．制御系設計がそ

れらを踏まえた設計となっているならば，カップリング要素は図 5 に示す周波数応答特性と

なり，結果として図 2.10 で示す通りに式(2-23)，式(2-24)が近似的に満たされる．このことに

ついて，以下に詳述する． 

  

(a) Coupling elements Hr2y1 and its structure (b) Coupling elements Hr1y2 and its structure 

Fig.2.9 Coupling elements transfer function and their structures 

 

  

(a) Transfer function from r1 to y1 (b) Transfer function from r2 to y2 

Fig.2.10 Transfer functions from desired signals to controlled outputs in Controller Fusion 
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図 2.9 はカップリング要素の周波数応答と補償器，制御対象の関係を示したものである．

簡単のため，ここでは負帰還のフィードバックとして説明する．図 2.9 のブロック線図は外

乱に対する感度を表す感度関数に相当する．図 2.9(a)のように，制御対象の変位を出力する要

素 P11(s)とそれに対応するフィードバック補償器 Cb1 (s)からなる伝達関数 Cb1(s)P11(s)があると

き，この伝達関数がローパス特性であるならばカップリング要素 Hr2y1(s)は高周波数域で 0dB

となるハイパス特性を有する．一方で(b)のような加速度を出力する要素 P21(s)を含む伝達関数

Cb2(s)P21(s)がハイパス特性であればカップリング要素 Hr1y2(s)は低周波数域で 0dB となるロー

パス特性を有する．そのため，変位をフィードバックする制御系は低周波数の外乱に低感度

な制御系となり，加速度をフィードバックする制御系は高周波の外乱に対して低感度な制御

系となる． 

図 2.10 は式(2-15)および式(2-17)の関係を表したブロック線図と，その構成要素が持つゲイ

ン特性を示したゲイン線図である．𝑊𝑟1𝑦1(𝑠)と𝑊𝑟2𝑦2(𝑠)が式(2-22)の関係を満たしており，

Hr2y1(s)および Hr2y1(s)が上述の特性を持つとする．このとき，まず式(2-16)に着目すると，低周

波では𝑊𝑟2𝑦2(𝑠)のゲインは小さく，𝑊𝑟1𝑦1(𝑠)が支配的であることから，𝐻r2y1(𝑠)𝑊r2y2(𝑠)に

おいて Hr2y1(s)のゲインが１から変動しても，その影響は小さい．一方，高周波では，𝑊𝑟2𝑦2(𝑠)の

ゲインが支配的となるが，上述の議論より Hr2y1(s)のゲインは１に漸近するため，

𝐻r2y1(𝑠)𝑊r2y2(𝑠)のゲインも１に漸近する．したがって，結果として式(2-15)の伝達関数は，

カップリング要素 Hr2y1(s)があっても全周波数領域において，近似的に１とみなすことができ

る(図 2.10(a))．式(2-17)に関しても同様の理由から，その伝達関数は１と近似できる(図 2.10(b))． 

この結果，設計した Wry1y(s) と Wr2y2(s) が式(2-22)を満たすならば，フィードバックを行う

場合にも，近似的に式(2-23)，式(2-24)が成り立つ．表2.3にこの時のカップリング要素とWr1y1(s)

と Wr2y2(s)が満たすべき関係をまとめる． 

Table 2.3 Relationship with coupling transfer function 

Frequency[rad/s] 𝜔 < 𝜔𝑐 𝜔 > 𝜔𝑐 

From Eq.(2-16) 

{
|𝑊𝑟1𝑦1(𝑠)| ≈ 1

|𝐻𝑟2𝑦1(𝑠)||𝑊𝑟2𝑦2(𝑠)| ≈ 0
 {

|𝑊𝑟1𝑦1(𝑠)| ≈ 0

|𝐻𝑟2𝑦1(𝑠)||𝑊𝑟2𝑦2(𝑠)| ≈ 1
 

From Eq.(2-18) 

{
|𝑊𝑟2𝑦2(𝑠)| ≈ 0

|𝐻𝑟1𝑦2(𝑠)||𝑊𝑟1𝑦1(𝑠)| ≈ 1
 {

|𝑊𝑟2𝑦2(𝑠)| ≈ 1

|𝐻𝑟1𝑦2(𝑠)||𝑊𝑟1𝑦1(𝑠)| ≈ 0
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Fig. 2.11 Another controller synthesis for 2-dof controller design 

次に，2自由度制御系の別な形として PID制御[39]のような目標値信号と出力値信号の差や

和を取った信号で駆動するフィードバック補償器を置くことができることを述べる．これら

を組み合わせた Controller Fusion による制御系は図 2.11となる．先の議論と同様に Controller 

Fusion を実現するために必要な条件を導出する．図 2.11 のブロック線図より r1，r2から y1ま

での伝達特性は式(2-25)となる． 

𝑦1(𝑠) = 
𝑃21(𝑠)𝐶𝑏1(𝑠)𝐶𝑓1(𝑠)

1 − 𝑃21(𝑠)𝐶𝑏1(𝑠)
𝑟1(𝑠)

+
𝑃21(𝑠)

1 − 𝑃21(𝑠)𝐶𝑏1(𝑠)


𝐶𝑏2(𝑠)𝐶𝑓2(𝑠)

1 − 𝑃22(𝑠)𝐶𝑏2(𝑠)
𝑟2(𝑠) 

(2-25) 

式(2-13)の手順を用いれば式(2-25)は式(2-26)へ変形でき，式(2-14)と式(2-15)で定めたHr2y1 (s)

が表れる． 

𝑦1(𝑠) =
𝑃21(𝑠)𝐶𝑏1(𝑠)𝐶𝑓1(𝑠)

1 − 𝑃21(𝑠)𝐶𝑏1(𝑠)
𝑟1(𝑠)

+
1

1 − 𝑃21(𝑠)𝐶𝑏1(𝑠)

𝑃22(𝑠)𝐶𝑏2(𝑠)𝐶𝑓2(𝑠)

1 − 𝑃22(𝑠)𝐶𝑏2(𝑠)
𝑟1(𝑠) 

(2-26) 

𝑦1(𝑠) =
𝑃21(𝑠)𝐶𝑏1(𝑠)𝐶𝑓1(𝑠)

1 − 𝑃21(𝑠)𝐶𝑏1(𝑠)
𝑟1(𝑠)

+ 𝐻𝑟2𝑦1(𝑠)
𝑃22(𝑠)𝐶𝑏2(𝑠)𝐶𝑓2(𝑠)

1 − 𝑃22(𝑠)𝐶𝑏2(𝑠)
𝑟1(𝑠) 

(2-27) 

r2，r1から y2までの伝達特性もこれと同様の手順で導出できるので，式(2-28)においても式

(2-25)から式(2-27)の議論は同様である． 

P21 (s)

y1

P22 (s)

y2

Cb2(s)Cf2 (s)

Cf1 (s) Cb1(s)
r1

r2

u

+

+

+

+

+

+
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𝑦2(𝑠) =
𝑃22(𝑠)𝐶𝑏2(𝑠)𝐶𝑓2(𝑠)

1 − 𝑃22(𝑠)𝐶𝑏2(𝑠)
𝑟2(𝑠)

+ 𝐻𝑟1𝑦2(𝑠)
𝑃21(𝑠)𝐶𝑏1(𝑠)𝐶𝑓1(𝑠)

1 − 𝑃21(𝑠)𝐶𝑏1(𝑠)
𝑟2(𝑠) 

(2-28) 

以上の議論から，コントローラフュージョンではフィードバック補償器の配置に関係なく

カップリング要素はある式の形に定まることが明らかとなった．この議論から，コントロー

ラフュージョンでは補償器の配置に関係なく，制御系設計において重要となるのはカップリ

ング要素の伝達特性 Hr2y1(s)，Hr1y2(s)であることも分かった． 

第 4節 応用例：3自由度電動加振機による実験 

ここまで述べた基礎に基づいて 3自由度電動加振機(図 2.12)のテーブル変位・加速度を目標

とする変位・加速度波形へ追従させる実験について，コントローラフュージョンにより設計

された制御系を用いて行った結果を，本章の最後に応用例として紹介する． 

前出の議論で明らかになったようにコントローラフュージョンは式 r1 に対する y1 の応答

𝑊𝑟1𝑦1(𝑠)，r2 に対する y2 の応答𝑊𝑟2𝑦2(𝑠)をあらかじめ周波数領域で設計し，それらを足し合

わせてフィードバックループを融合し新たな特性を実現する．本研究ではあらかじめ定めた

規範となる目標値から出力までの伝達関数が明らかであるから，これを実現するフィードフ

ォワード補償器とフィードバック補償器の設計が容易である Dual Model Matching[42]が利用

できる．これをもとにしたコントローラフュージョンによって実現される制御系の構造は図

2.7と同様である． 

3 自由度電動加振機の x 軸方向の運動に対する制御系設計を述べる．操作電圧 u[V]から振

動台表面変位𝑥[m]，加速度�̈�[m/s
2
]までの伝達特性は式(2-29)の通りである． 

 

Fig.2.12 Experimental rig: Electromagnetic shaking table in Tokyo Univ. of Agri. and Tech.  

Accelerometer

Electro Magnetic Actuator

Displacement Sensor

Platform 

(120mm × 300mm)
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[
𝑃11(𝑠)
𝑃21(𝑠)

] =
2.90 × 104

𝑠3 + 3.62 × 102𝑠2 + 4.05 × 104𝑠+ 1.46 × 106
 (2-29) 

前章の式(2-20)，式(2-21)で定められる，融合した後の加振目標値から振動台表面変位と加

速度までの伝達特性を式(2-30)の通りに設定した．加振機の限界性能を考慮して 3次のローパ

ス特性を持たせてある． 

𝑊𝑟1𝑦1(𝑠) + 𝑊𝑟2𝑦2(𝑠)

= (
1.98 × 108

𝑠3 + 1.75 × 103𝑠2 + 1.02 × 106𝑠 + 1.98 × 108
)(

∑ 𝑛𝑘𝑠
𝑘5

𝑘=0

∑ 𝑛𝑘𝑠
𝑘5

𝑘=0

) 
(2-30) 

式(2-30)で定めた𝑊𝑟1𝑦1(𝑠)と𝑊𝑟2𝑦2(𝑠)を足し合わせた伝達特性は 20Hz までの信号に対して

ゲイン 0dB，位相遅れ 0degに近くなるよう極配置を調整してある． 

次に，式(2-30)の分子多項式を s
2以上の項と s 以下の項で分け，規範となるテーブル目標変

位 r1からテーブル変位 y1までの伝達特性，テーブル目標加速度 r2からテーブル加速度 y2まで

の伝達特性へそれぞれ割り振った．その結果，Dual Model Matching手法で設計する制御系の

規範特性として式(2-31)，式(2-32)を得た． 

𝑊𝑟1𝑦1(𝑠)

= (
1.98 × 108

𝑠3 + 1.75 × 103𝑠2 + 1.02 × 106𝑠 + 1.98 × 108
)(

∑ 𝑛𝑘𝑠
𝑘1

𝑘=0

∑ 𝑛𝑘𝑠
𝑘5

𝑘=0

) 
(2-31) 

𝑊𝑟2𝑦2(𝑠)

= (
1.98 × 108

𝑠3 + 1.75 × 103𝑠2 + 1.02 × 106𝑠 + 1.98 × 108
)(

∑ 𝑛𝑘𝑠
𝑘5

𝑘=2

∑ 𝑛𝑘𝑠
𝑘5

𝑘=0

) 
(2-32) 

式(2-31)，式(2-32)は式(2-30)を満たし，式(2-30)の右辺多項式は式(2-33)の通り定めた． 

∑ 𝑛𝑘𝑠𝑠 = 𝑠5 + 5.87 × 102𝑠4 + 1.32 × 105𝑠3 + 1.42 × 107𝑠2 + 7.27 × 108𝑠

5

𝑘=0

+ 1.42 × 1010 

(2-33) 
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図 2.13(a)は式(2-31)と式(2-32)に示された，目標値から出力までの閉ループが有する周波数

応答である．式(2-30)の周波数応答は緑の実線で示すとおりである．図 2.13(b)はカップリング

要素の伝達関数 Hr1y2(s)と Hr2y1(s)である．今回設計した Hr1y2(s)と Hr2y1(s)の伝達特性はおおむ

ね 0dB ～ －5dBの範囲にあり，さきに述べた式(2-18)・式(2-19)の仮定に近い． 

3 自由度電動加振機の外観はすでに図 2.12 に示した写真のとおりである．この装置はテー

ブルを z方向(地面に対し垂直方向)，x方向(地面に対し水平方向)方向(ピッチ回転)の 3自由

度へ加振できる．x軸，z軸の各アクチュエータの駆動軸に対してレーザ変位計・加速度計が

取り付けられている(加速度計は図 2.12の橙色で囲んだ部分に，レーザ変位計はアクチュエー

タへ平行にその外側に取りつけられている)．これに対して DSPを用いて制御系を実装した． 

検証実験は 2 段階に分けて行った．最初に，二つの周波数帯域特性を足し合わせたとき，

新たに得られる 2目標値 2出力の制御系が持つ周波数応答が，あらかじめ設定した𝑊𝑟1𝑦1(𝑠)と

𝑊𝑟2𝑦2(𝑠)を足し合わせたものであるかを確認した．その後，地震波形の変位，加速度が再現

できるかを検証した．最初の検討では制御系の周波数応答特性を確認するためにスイープサ

イン波による加振実験を行った．変位目標値へはスイープサイン波(周波数帯域 1～20Hz)を使

用し，加速度目標値にはこれを時間で 2 階微分したものを使用した．計測された変位・加速

度の出力と目標値から周波数応答を導出し，これのゲイン特性および位相特性からコンセプ

トの有効性を確認することとした．ただし，あらかじめ設計された制御系のフィードフォワ

ードゲインはオンサイトで最終調整した．  
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(a) Transfer function desired signal r to output 

y 
(b) Coupling transfer function 

Fig. 2.13 Bode diagram for designed transfer functions form desired signal r to output y and 

Coupling transfer functions 

 

Fig. 2.14 Validation experimental results controlled by controller fusion method: The blue line is 

from desired displacement signal to output displacement signal. The red line is from desired 

acceleration signal to output acceleration signal. 
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Fig. 2.15 Experimental Results of Controller Fusion in case of seismic wave 

 

Fig. 2.16 Zoom on 12s-18 s for Fig. 10 

 

(a) Displacement error (b) Acceleration error 

Fig. 2.17 Histograms about error between controlled output and demand signal (3sec. – 20sec.) 
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図 2.14は最初の検討のための実験結果で，目標変位 r1に対する出力変位 y1，目標加速度 r2

に対する出力加速度 y2，それぞれの周波数応答をプロットしたものである．この結果から20Hz

までの周波数帯域では，図 2.11 で示した周波数特性と同等の特性が得られており，コントロ

ーラフュージョンによる制御系の実現が確認できた． 

次に地震波の再現実験結果について述べる．電動加振機に対する目標波形には，2011 年 3

月 11 日に発生した東日本大震災に際して福島県相馬市で観測された地震波形[43]を基に作成

した．入力波形の作製には装置固有の最大ストローク，再現可能な最大加速度，駆動周波数

の限界を考慮した．本実験で使用した目標値は振動台単体での性能を評価するためのもので

あり，厳密な模型実験を目的に生成された波形ではない． 

実験では z方向，x方向の両方へ地震波をベースとした信号を入力し，ピッチ方向は回転成

分がないものとして目標値を 0deg，0deg/s
2とした．本論文では x軸における実験結果のみを

図 2.13に示し，その一部を拡大して図 2.14 に示す．これらの図は地震波系の目標値と計測さ

れた振動台表面の変位・加速度を同一時間軸上に重ね合わせたものである．振動台変位，加

速度の制御結果は大域的には両方とも目標値によく一致していることがわかる．ただし，本

論文で示す実験結果の加速度信号は計測ノイズ除去のために，信号の周波数帯域に対するフ

ィルタで整形したものである． 

図 2.17は図 2.15，図 2.16 に示した実験結果から， 3秒から 20秒までの区間における目標

値に対する実験結果の誤差をヒストグラムに表したものである．変位についてのヒストグラ

ム，加速度に関するヒストグラムの区間の分割はいずれも目標値の最大振幅の 100 分の 1 と

した．誤差の頻度はほぼ正規分布様の形状である．その特徴的な数値は表 2.4に示す． 

 

Table 2.4 Numerical parameters about the experiment on 3-dof shaking table 

Error Displacement Acceleration 

Mean −9.16 × 10−6 1.1 × 10−4 

Standard Deviation 5.09 × 10−4 4.1 × 10−2 

Root Mean Square 6.64 × 10−2 4.1 × 10−2 
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これらの評価に関しては非制御状態での振動台の運動性能，センサ出力に固有なばらつき

のを考慮する必要があるが，今回実験に利用した目標波形に対しては値が十分に小さいこと

から，コントローラフュージョンを用いた制御系を利用して 3 自由度電動加振機に高精度な

地震波再現性能を与えることに成功したと判断できる． 

しかしながら本実験で用いたコントローラフュージョンの設計では補償器を導出するため

の設計が経験や試行に依存しやすい欠点がある．一般的に，古典制御ベースの設計では経験

や知識に基づいて制御系の極を配置できることから，状態空間にもとづく制御系設計よりも

優れているとされているが，特に次数が大きくなった場合には配置する極が制御系全体にど

のような影響を及ぼすのかが不明確になる問題点がある．そこで次の章では状態空間に基づ

いてコントローラフュージョンを設計することが可能であることを述べる． 

第 2章補足 Dual Model Matching手法による制御系設計 

本章で扱った 2自由度制御系の構成には田川らの Dual Model Matching手法[41]を参考にし

た設計手法を用いた．制御対象の極を変化させてその特性を目的に対して都合のよいものに

する場合，状態フィードバックが簡単な方法であるが，本章で考えたような，フィードバッ

ク補償器や制御系として得られる閉ループ特性にフィルタ特性などを持たせようとする場合，

フィードバック補償器に適当な伝達関数を利用する必要がある．この場合，フィードバック

補償器の伝達関数と，フィードバック系全体の伝達関数がどのような関係にあるのかを明ら

かにしなければ，制御の目的に合致する閉ループの伝達関数を得るためにどのようなフィー

ドバック補償器を用いるべきなのかはわからない．本節では簡単な例題を通して，Dual Model 

Matching 法を下に任意の閉ループ特性を得るために必要なフィードバック補償器の導出を

行う計算方法を述べる． 

まず，例題として制御対象を式(2-34)とおく 

𝑃(𝑠) =
𝑁𝑝(𝑠)

𝐷𝑝(𝑠)
=

𝑠 + 𝐾

𝑠2 + 2𝜔𝑛𝜁𝑠 + 𝜔𝑛
2 (2-34) 

これに対するフィードバック補償器を式(2-35)と定める． 
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𝐶(𝑠) = 
𝑁𝑐(𝑠)

𝐷𝑐(𝑠)
=

𝑛𝑐𝑜

𝑑𝑐1𝑠 + 𝑑𝑐0
 (2-35) 

この二つの要素から成るフィードバック制御系を図 2.18のとおりに構成する． 

フィードバック制御系の伝達関数が持つ分母多項式は式(2-34)と式(2-35)から次のとおりに

導かれる． 

 

Fig. 2.18 General closed loop model 

 

𝐷𝑠(𝑠) = 𝐷𝑐(𝑠)𝐷𝑝(𝑠) + 𝑁𝑐(𝑠)𝑁𝑝(𝑠) (2-36) 

この分母多項式はフィードバック制御系全体の安定性を支配する．そのため，この分母多

項式がもつすべての根が負の実部を有する(安定な極を有する)ことが必要である．これを，ま

ず安定な極を持つ適当な Ds(s)を定め，それを満たす多項式 Dc(s)と Nc(s)を導くことで実現す

る．そのために式(2-36)の右辺，左辺の係数を比較する式を立てる．それが式(2-37)と式(2-38)

である． 

𝐷𝑠(𝑠) = [𝐷𝑝(𝑠) 𝑁𝑝(𝑠)][𝐷𝑐(𝑠) 𝑁𝑐(𝑠)]
𝑇  (2-37) 

𝐷�̃� = [𝐷𝑝_𝑚𝑎𝑡 𝑁𝑝_𝑚𝑎𝑡] [
𝐷�̃�

𝑁�̃�

] (2-38) 

ここでチルダは多項式の係数を s の乗数が大きいものから並べたベクトルである．たとえ

ば，式(2-36)における分母多項式 Dc(s)の係数ベクトル𝐷�̃�はベクトル[dc1 dc0]となる．また Dp_mat 

と Np_mat は多項式の係数を乗算操作するための行列である． 

  

+
P (s)C(s)xd x

u

+
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𝐷�̃� = [

1
2𝜔𝑛𝜁

𝜔𝑛
2

0

0
1

2𝜔𝑛𝜁

𝜔𝑛
2

0
0
1
𝐾

] [
𝑑𝑐1

𝑑𝑐0

𝑛𝑐0

] (2-39) 

𝐷𝑝_𝑚𝑎𝑡 = [

1
2𝜔𝑛𝜁

𝜔𝑛
2

0

0
1

2𝜔𝑛𝜁

𝜔𝑛
2

] = [
𝐷�̃� 0

0 𝐷�̃�

] (2-40) 

𝑁𝑝_𝑚𝑎𝑡 = [0 0 1 𝐾]𝑇 = [0 0 𝑁�̃�]
𝑇

 (2-41) 

式(2-38)は係数を比較するための連立方程式である．この連立方程式へ制御対象の伝達関数

が持つ分母多項式，分子多項式の係数を代入し，フィードバック制御系の分多項式𝐷𝑠(s)を与

えることで，フィードバック補償器の伝達関数の係数が導出される．この例題では連立方程

式の係数 [𝐷𝑝_𝑚𝑎𝑡 𝑁𝑝_𝑚𝑎𝑡] が可制御・可観測な制御対象である場合には正則であるから逆

行列が導出でき，連立方程式の解が一意に定まる． 

ここまでの議論をより一般化すると次のようになる．ただし，説明を簡単にするために C(s)

を l 次元の状態量を持つ k 入力 1出力のフィードバック補償器， P(s)を f次元の状態量を持つ

1入力 k出力の系とする．  

𝑃(𝑠) =
1

𝐷𝑝(𝑠)
[
𝑁𝑝1

𝑁𝑝2
] =

[
 
 
 
 
 
∑𝑛1𝑖𝑠

𝑖

𝑓

𝑖=0

∑𝑛2𝑖𝑠
𝑖

𝑓

𝑖=0



]
 
 
 
 
 

/∑𝑑𝑖𝑠
𝑖

𝑚

𝑖=0

 (2-42) 

𝐶(𝑠) =
1

𝐷𝑐(𝑠)
[
𝑁𝑐1

𝑁𝑐2
]
𝑇

=

[
 
 
 
 
 
∑𝑛𝑐1𝑖𝑠

𝑖

𝑙

𝑖=0

∑𝑛𝑐2𝑖𝑠
𝑖

𝑙

𝑖=0 ]
 
 
 
 
 
𝑇

/∑𝑑𝑐𝑖𝑠
𝑖

𝑘

𝑖=0

 (2-43) 
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このとき，求めたいフィードバック補償器の伝達関数行列が持つ係数列は次のとおり 

[𝐷�̃� 𝑁𝑐1̃ 𝑁𝑐2̃]
𝑇 = [𝑑𝑐𝑘 … 𝑑𝐶0 𝑛𝑐1𝑙 … 𝑛𝑐10 𝑛𝑐2𝑙 … 𝑛𝑐20] (2-44) 

このベクトルは (𝑘 + 2𝑙 + 3)次元となる．式(2-40)を参考にすれば，制御対象の分多項式係

数を乗算する行列は次のとおりに定められる． 

𝐷𝑝_𝑚𝑎𝑡 =

[
 
 
 
 
 
 
𝑑𝑚

⋮
𝑑0

0
⋮
0
0

0
𝑑𝑚

⋮
𝑑0

0
⋮
0

…

0
⋮
0

𝑑𝑚

⋮
𝑑0

0

0
0
⋮
0

𝑑𝑚

⋮
𝑑0 ]

 
 
 
 
 
 

 (2-45) 

式(2-45)で定められた Dp_mat 行列は (𝑚 + 𝑘 + 1) 行 (𝑘 + 1) 列の行列である．続いて式

(2-41)を参考にすると，制御対象の分子多項式に関して乗算を操作する行列は.次のように導

かれる． 

𝑁𝑝_𝑚𝑎𝑡 = [
0(𝑓+𝑙+2)×(𝑙+1) 0(𝑓+𝑙+2)×(𝑙+1)

𝑁𝑝1_𝑚𝑎𝑡 𝑁𝑝2_𝑚𝑎𝑡
] (2-46) 

𝑁𝑝1_𝑚𝑎𝑡 =

[
 
 
 
 
 
𝑛1𝑓

⋮
𝑛10

0
⋮
0

0
𝑛1𝑓

⋮
𝑛10

⋮
0

…

0
⋮
0

𝑛1𝑓

⋮
𝑛10]

 
 
 
 
 

 (2-47) 

𝑁𝑝2_𝑚𝑎𝑡 =

[
 
 
 
 
 
𝑛2𝑓

⋮
𝑛20

0
⋮
0

0
𝑛2𝑓

⋮
𝑛20

⋮
0

…

0
⋮
0

𝑛2𝑓

⋮
𝑛20]

 
 
 
 
 

 (2-48) 

Np_mat は (𝑓 + 𝑙 + 2) 行(2𝑙 + 2) 列の行列である． 𝑁𝑝1_𝑚𝑎𝑡は (𝑙 + 𝑛) 行(𝑙 + 1) 行列であ

る. 𝑁𝑝2_𝑚𝑎𝑡も (𝑙 + 𝑛) 行(𝑙 + 1)列の行列である. 

最後に，フィードバック制御系の分母多項式を定める． 
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𝐷𝑠(𝑠) =  ∑ 𝑑𝑠𝑖𝑠
𝑖

𝑚+𝑘

𝑖=0

 (2-49) 

以上のように，一般化しても伝達関数の分子多項式や分母多項式の係数を比較することで

フィードバック制御系の補償器を見通しよく簡単に導出することができる．一般化した場合

の問題として，制御対象の伝達関数が持つ多項式から係数をならべて作る行列が正方ではな

い場合があることがあげられる．この場合，逆行列を用いて連立方程式を解くことはできな

いため，正規方程式を利用した最小二乗解の導出や，特異値を利用して連立方程式を解く方

法などを用いる必要がある[44].このような連立方程式の問題を解いて制御系を設計すること

は制御工学上多く試みられており，たとえば線形行列不等式(LMI)を使って制御系を設計する

方法が一例としてあげられる[45]． 
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第 3章 

線形制御を用いた高精度な運動再現性能を実現する 

制御系の設計 

Controller synthesis to accurately reproduce motion  

based on linear control theory 

第 1節 制御系設計の整理 

第 2 章の基礎原理で述べたコントローラフュージョンでは制御系の設計に際して高次数の

多項式を定める必要があるため，設計が経験的なものになりやすい問題点があった．たとえ

ば，先に紹介した応用では，制御系を設計するために定めなければならない多項式の次数が

8 次である．これは第 2 章で述べた設計手法は古典制御手法に立脚しているためである．古

典制御手法では極と零点の調整により制御性能の調整を行うが，制御系全体のシステムが構

成する系の次数が大きくなりやすく，そのために制御系設計時に調整する極が増大する場合

がある．特にコントローラフュージョンではフィードバック補償器にローパスフィルタの周

波数応答特性とハイパスフィルタの周波数応答特性とを設定する必要がある．さらに実装の

ためには導出される補償器が安定でなければならない．実用を考えた場合，制御系の調整が

簡単に行えることは重要である． 

そこで本章では制御系設計を簡単にするために変位・加速度のフィードバックを行うこと

が可能な補償器を低次元に設計する方法を新しく提案する．そのためにセンサフュージョン

のひとつ，Composite filter (コンポジットフィルタ)[46]や Complementary filter (コンプリメンタ

リフィルタ)[47]へ着目した．第 3 章ではコントローラの周波数特性と制御系全体に与える周

波数特性をまとめて設計するのではなく，コントローラフュージョンを実現する際に必要な

フィードバック補償器をそのフィルタ特性と制御ゲインに分けて考えそれぞれを独立に設計

する方法を論じる． 
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第 2節 設計方法 

まず，制御対象を機械系として，加速度・変位を出力する対象を次のように定義する 

[
�̈�
𝑦
] =

1

𝐷𝑝(𝑠)
[
𝑠2𝑁𝑝(𝑠)

𝑁𝑝(𝑠)
] 𝑢 (3-1) 

この制御対象の出力からコンポジットフィルタによって推定値を算出する．一例としてコ

ンポジットフィルタの伝達関数は次の式(3-2)から式(3-4)で表される．変位信号・加速度信号

の物理的特性を考えると，加速度信号を通過させるフィルタにはハイパス特性を持たせ，変

位信号を通過させるフィルタにはローパス特性を持たせている．これは加速度信号に含まれ

る高周波数の信号成分が低周波数の信号成分よりも大きい振幅を有し，変位信号は低周波数

の信号が高周波数の信号よりも大きな振幅を有する特徴を考慮したものである． 

𝐹ℎ(𝑠) =
𝑠3 + 𝑎2𝑠

2

𝑠3 + 𝑎2𝑠
2 + 𝑎1𝑠 + 𝑎0

 (3-2) 

𝐹𝑙(𝑠) =
𝑎1𝑠 + 𝑎0

𝑠3 + 𝑎2𝑠
2 + 𝑎1𝑠 + 𝑎0

 (3-3) 

𝐹ℎ(𝑠) + 𝐹𝑙(𝑠) = 1 (3-4) 

コンポジットフィルタへ利用する伝達関数は理論上特に制約はないが，本論文では簡単の

ためにカットオフ周波数を 𝜔cf とするバタワース特性を利用する場合を例に挙げる．この時

の分母多項式・分子多項式の係数は次の式(3-5)に従う． 

𝑠3 + 𝑎2𝑠2 + 𝑎1𝑠 + 𝑎0 = 𝑠3 + 2𝜔𝑐𝑓𝑠2 + 2𝜔𝑐𝑓
2 𝑠2 + 𝜔𝑐𝑓

3  (3-5) 

コンポジットフィルタによって計算される信号は次のとおりである．本論文ではこれを複

合信号と呼び，個別には複合加速度信号，複合変位信号と呼ぶ． 

𝑦�̈� = 𝐹ℎ(𝑠)�̈� + 𝑠2𝐹𝑙(𝑠)𝑦 (3-6) 
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𝑦𝑐 = 𝑠−2𝐹ℎ(𝑠)�̈� + 𝐹𝑙(𝑠)𝑦 (3-7) 

複合信号をフィードバックし，目標値に対してフィードフォワードゲイン Lfを適用すると，

操作量 uは次の式で表される． 

𝑢 = 𝐿𝑎𝑦�̈� + 𝐿𝑑𝑦𝑐 + 𝐿𝑓𝑟 (3-8) 

La，Ld はフィードバックゲインである．この式は推定値の定義式を用いて次のとおりに変

形される． 

𝑢 = 𝐿𝑎(𝐹ℎ(𝑠)�̈� + 𝑠2𝐹𝑙(𝑠)𝑦) + 𝐿𝑑(𝑠−2𝐹ℎ(𝑠)�̈� + 𝐹𝑙(𝑠)𝑦) + 𝐿𝑓𝑟 (3-9) 

以上がコンポジットフィルタを利用した場合の変位・加速度フィードバック制御である．

操作量として式(3-8)を用いた場合のブロック線図を図 3.1 に示す．これはコンポジットフィ

ルタによって，変位センサの計測値と加速度センサの計測値から複合変位信号 ycと複合加速

度信号𝑦�̈�を導出してフィードバック制御に用いている． 

次にコンポジットフィルタの構成を変形し，コントローラフュージョンの形式へ近づけて

いく．先に示したコンポジットフィルタの構成ではセンサからの信号を微分器・積分器とフ

ィルタを組み合わせたものへ入力し，疑似微分・疑似積分を行っている．さらに，複合信号

をこの疑似微分動作・疑似積分動作は特定の周波数帯だけで行われている．この点ではコン

ポジットフィルタとコントローラフュージョンで同じことを実現しようとしている．図 3.1

で示す構成の場合には，変位信号の微分は低周波数域のみであり，加速度信号の積分は高周

波数帯域のみである．そこで，コンポジットフィルタの構成の中で，フィルタのみを通過さ

せる信号はフィードバック補償器としてそのまま残置し，疑似微分・疑似積分を施す信号は

フィードバック信号を目標値信号で置き換えることを考えた．これらを目標値に置き換えた

場合，目標値で置き換えた部分はフィードフォワード制御器として動作し，そのまま残置し

た部分はフィードバック制御器として動作することが期待できたからである．図 3.2 にこの

アイディアを示す． 

また，制御系を構成する際に，その制御系が持つ規範特性がバタワース特性であるとして，

そのカットオフ周波数が目標値として利用する信号の周波数帯よりも十分に高い場合には出

力信号に代えて目標値信号を利用することが可能である．仮にコンポジットフィルタでフィ
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ードバックしている信号をすべて目標値信号に取り換えた場合，それはフィードフォワード

制御となるが，本研究のように一部分だけを変える場合はフィードバック信号に含まれる計

測ノイズやモデル化誤差の影響を低減することが期待できる．  

𝑢 = 𝐿𝑎(𝐹ℎ(𝑠)�̈� + 𝑠2𝐹𝑙(𝑠)𝑟) + 𝐿𝑑(𝑠−2𝐹ℎ(𝑠)�̈� + 𝐹𝑙(𝑠)𝑦) + 𝐿𝑓𝑟 (3-10) 

このとき，ラプラス演算子の特性を利用すれば目標値信号を置き換えることが可能である． 

𝑢 = 𝐿𝑎(𝐹ℎ(𝑠)�̈� + 𝐹𝑙(𝑠)�̈�) + 𝐿𝑑(𝐹ℎ(𝑠)𝑟 + 𝐹𝑙(𝑠)𝑦) + 𝐿𝑓𝑟 (3-11) 

𝑢 = [𝐿𝑎𝐹ℎ(𝑠) 𝐿𝑑𝐹𝑙(𝑠) + 𝐿𝑓] [
�̈�
𝑟
] + [𝐿𝑎𝐹ℎ(𝑠) 𝐿𝑑𝐹𝑙] [

�̈�
𝑦
] (3-12) 

 

 

Fig. 3.1 Block diagram of Sensor fusion based control in case of composite filter 

 

Fig. 3.2 Equivalent transformation from composite filter (shown in Fig.3.1) 
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これがコントローラフュージョンを状態空間に基づいて設計する方法のひとつである．制

御系の構造は図 3.3 に示す．これは第 2 章で述べた 3 自由度電動加振機の制御に使用した制

御系と同じである． 

次に第 2 章での議論に沿って，フィードバック補償器へ入力される信号がフィードフォワ

ード補償器を通過した後の信号と出力をフィードバックした信号の和である場合を考える．

そのため，先ほどの式を変形して次の式の形を操作量として定義する． 

𝑢 = 𝐿𝑎𝐹ℎ(𝑠)(�̈� + 𝐹ℎ(𝑠)
−1𝐹𝑙(𝑠)�̈�) + 𝐿𝑑𝐹𝑙(𝑠)(𝐹𝑙(𝑠)

−1𝐹ℎ(𝑠)𝑟 + 𝑦) + 𝐿𝑓𝑟 (3-13) 

ここで，コンポジットフィルタの逆特性が出現するため，実現のために別のプロパな伝達

関数に置き換えることを試みる． 

𝐹ℎ(𝑠)−1𝐹𝑙(𝑠) =
𝑎1𝑠 + 𝑎0

𝑠3 + 𝑎2𝑠
2
 (3-14) 

𝐹𝑙(𝑠)
−1𝐹ℎ(𝑠) =

𝑠3 + 𝑎2𝑠
2

𝑎1𝑠 + 𝑎0
 (3-15) 

 2階微分・積分を行うラプラス演算子を分けて考えるならば次の式を得る． 

𝐹ℎ(𝑠)−1𝐹𝑙(𝑠)𝑠
2𝑟 =

𝑎1𝑠 + 𝑎0

𝑠 + 𝑎2
𝑟 (3-16) 

𝐹𝑙(𝑠)
−1𝐹ℎ(𝑠)𝑟 =

𝑠 + 𝑎2

𝑎1𝑠 + 𝑎0
𝑠2𝑟 (3-17) 

この二つの式に現れる伝達特性は分子多項式と分母多項式の次数差が 0 となる．この伝達

関数を次のように定義する． 

𝐻(𝑠) =
𝑠 + 𝑎2

𝑎1𝑠 + 𝑎0
 (3-18) 

これは逆特性を持つ伝達関数を実現することが可能である．その結果，操作量は次のよう

に定義される． 
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𝑢 = 𝐿𝑎𝐹ℎ(𝑠)(�̈� + 𝐻(𝑠)−1𝑟) + 𝐿𝑑𝐹𝑙(𝑠)(𝐻(𝑠)�̈� + 𝑦) + 𝐿𝑓𝑟 (3-19) 

これをブロック線図で表したものが図 3.4である． 

コンポジットフィルタはフィルタのダイナミクスが閉ループをこうした制御系の制御ダイ

ナミクスの上に現れない．制御対象のシステム行列が持つ固有値はフィードバックゲイン La，

Ld のみによって調整される．そのため，コンポジットフィルタのアイディアから導かれた提

案手法ではフィルタの特性を設定する問題と，制御対象の固有値を設定する問題が完全に分

離されていることが特徴である．これにより第 2 章第 3 節で述べた手法の含んでいたフィル

タ特性の設定，安定な補償器の導出を同時に満たす極配置を探す必要がある問題を解決して

いる．また，調整するパラメータは変位・加速度フィードバックの場合はフィードフォワー

ドゲイン 1つと，フィードバックゲイン 2つ，式(3-5)で登場するカットオフ周波数𝜔𝑐𝑓が 1つ

の合計 4つであり，第 2章に比べて調整するパラメータは半減している． 

第 3節 検証実験 

図 3.4 の構成とコンポジットフィルタの構成で同じ装置の運動を制御した際にどのような

差が生じるかを実験で計測することにより，ここまでの式展開を導くために立てた仮説の検

証を行った．実験装置はブリストル大学 ACT Lab. のご好意により油圧アクチュエータを利

用させていただいた．実験に使用した油圧アクチュエータと計測環境の概略を図 3.5に示す．

本実験では加速度計の代わりにロードセルを利用した．この章のはじめでも述べたとおり，

加速度と力は簡単な比例関係を有しているから，質量が既知であれば力の計測値から加速度

を簡単に導出できる．重さは事前に計測し，4.8 × 10Kg であった．コンポジットフィルタと

コントローラフュージョンの補償器に関するゲイン設定などを表 3.1に示す． 

 

 

Fig. 3.3 Control scheme according to equation 3-17 

La Fl(s)

Ld Fh(s)

La Fh(s)

Ld Fl(s)

Lf
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Fig. 3.4 Control scheme according to equation 3-18 

 
 
 

Table 3.1 Controller parameters for validation experiments  

parameter  value  

La (Acceleration feedback gain) −6.48 × 10−5 

Ld (Displacement feedback gain) 1.85 × 10−2 

Lf (Feedforward gain) 3.33 × 10−1 

Desired Pole (1) −9.00 × 10 + (4.36 × 10)𝑖 

Desired pole (2) −9.00 × 10 − (4.36 × 10)𝑖 

Cut off frequency 𝜔cf for Fh and Fl  7.00 rad/s 

 
 

 

Fig. 3.5 Experimental rig for validation 
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本実験のために用意した目標波形は地震波系を模擬したものである．本実験の目的は二つ

ある．一つ目は提案するコントローラフュージョンの制御性能を評価することであり，二つ

目は今回の提案のきっかけとなったコンポジットフィルタと比較を行うことである．この実

験ではコンポジットフィルタとコントローラフュージョンを利用して質量の位置と加速度を

制御し，目標波形とその制御結果に対する誤差を評価する． 

図 3.6・図 3.7 はコンポジットフィルタによる制御実験結果の時刻暦応答であり，図 3.8・

図 3.9 はコントローラフュージョンによる実験の結果である．この結果は 3 回実験を行った

うちの 3 回目の結果を示したものである．また，両手法による制御実験の結果はきわめて差

異が少ないことから，目標波形と出力波形の誤差を二乗し累積した Integral Square Error (ISE)

値[39]を算出し比較の参考にした．その結果を図 3.10 に示す．まず実験結果の加速度信号に

は多くのノイズが含まれることがわかる．これは，二つの実験において双方の加速度の計測

値に見られる現象であることに加えて，表 3.2 と表 3.3 の結果から読み取ることができる．次

にこれを除いて考えて ISE 値に着目すると，二つの実験結果から算出される値がほぼ同じ推

移を時間に対してたどることから，両制御手法による実験結果は一致していると考えられる．

さらに操作信号の値を見ても同様であることは明らかであるから，理論上では今回用いたコ

ンポジットフィルタとコントローラフュージョンの制御アルゴリズムにおける差はほぼない．

そのため，コントローラフュージョンの設計方法を状態方程式に基づいて導出するためにお

いた仮説は有効であることが確認された．誤差に対する評価を行うために，変位の制御誤差

と加速度の制御誤差をヒストグラムにしたものを図に示す．ヒストグラムは目標値波形の最

大振幅の 100 分の 1 を区間の幅として描いたものである．また，このヒストグラムで表した

パラメータとともに，誤差を Root Mean Square (RMS)値で評価したものを表 3.2と表 3.3にそ

れぞれまとめる．なお，表 3.2と表 3.3には同様の実験を 3回行った結果も併記してある． 

加速度の制御結果についてはコンポジットフィルタでの制御，コントローラフュージョン

の制御，いずれの場合においても高周波数の振動がみられるが，誤差のヒストグラムがガウ

ス分布に従うことから，偶然性に支配されるノイズではないかと考えられる． 

また，ISE の比較図において両手法に差異がみられるが，この差は積分計算の誤差，また

は先に述べた偶然性に支配されたノイズの影響によるものではないかと考えている．仮に両

手法により明確な差があるならば，ISE 曲線の増加傾向が異なるはずである．今回導出され

た ISE曲線はともに同様の傾向を持つことから両手法に明確な差はないといえる．  
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Fig. 3.6 Results of Composite Filter based control (No.3) 

 

Fig. 3.7  Results of Composite Filter based control (No.3) (Zoom) 
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Fig. 3.8 Results of Controller Fusion control (No.3) 

 
Fig. 3.9  Results of Controller Fusion control (No.3) (Zoom) 
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Fig. 3.10 Comparing integral square error on Controller Fusion control with on Composite Filter 

based control (No.3) (1sec – 39sec ) 

 

Fig. 3.11 Controlled error histogram (Composite Filter based control) (No.3) (1sec – 39sec ) 

 

Fig. 3.12 Controlled error histogram (Controller Fusion control) (No.3) (1sec – 39sec ) 
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Table 3.2 Composite Filter Control Error analysis (1sec -39 sec) 

 No. 1 No. 2 No. 3  

Error Disp. Acc. Disp. Acc. Disp. Acc. 

Mean 
−7.29

× 10−6 

−6.65

× 10−2 

−9.90

× 10−6 

−6.66

× 10−2 

−1.07

× 10−5 

−6.63

× 10−2 

S. D. 1.7 × 10−3 5.1 × 10−1 1.7 × 10−3 5.1 × 10−1 1.7 × 10−3 5.1 × 10−1 

R.M.S. 1.7 × 10−3 5.2 × 10−1 1.7 × 10−3 5.1 × 10−1 1.7 × 10−3 5.2 × 10−1 

 

Table 3.3 Controller Fusion Control Error analysis (1sec – 39sec) 

  No. 1 No. 2 No. 3  

Error Disp. Acc. Disp. Acc. Disp. Acc. 

Mean 
3.88 

× 10−5 

−6.60

× 10−2 

3.98 

× 10−5 

−6.60

× 10−2 

−3.93

× 10−5 

−6.60

× 10−2 

S. D. 1.8 × 10−3 5.0 × 10−1 1.8 × 10−3 5.0 × 10−1 1.8 × 10−3 5.0 × 10−1 

R.M.S. 1.8 × 10−3 5.1 × 10−1 1.8 × 10−3 5.1 × 10−1 1.8 × 10−3 5.1 × 10−1 
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なお，コントローラフュージョン・コンポジットフィルタの両方で加速度の制御結果にお

いて目波形に対して制御結果波形の位相がずれることがある．これは制御系設計においてお

いた目標値信号間の伝達特性が完全に満たされていないためである．たとえば制御系設計で

は対象が式(3-1)であると考えたが，実験装置での構成では以下のとおりであるとする． 

[
𝑦𝑎𝑐𝑐

𝑦𝑑𝑖𝑠𝑝
] =

1

𝐷𝑝(𝑠)
[
𝐺𝑠(𝑠)𝑁𝑝(𝑠)

𝑁𝑝(𝑠)
] 𝑢 (3-19) 

このときに算出される複合信号は式(3-5)と式(3-6)に従えばつぎのとおりである． 

𝑦𝑐𝑎 = 𝐹ℎ(𝑠)𝑦𝑎𝑐𝑐 + 𝑠2𝐹𝑙(𝑠)𝑦𝑑𝑖𝑠𝑝 (3-20) 

𝑦𝑐𝑑 = 𝑠−2𝐹ℎ(𝑠)𝑦𝑎𝑐𝑐 + 𝐹𝑙(𝑠)𝑦𝑑𝑖𝑠𝑝 (3-21) 

これに式(3-19)から導かれる yaccと ydispの関係を代入すると次の式が得られる． 

𝑦𝑐𝑎 = 𝐹ℎ(𝑠)𝑦𝑎𝑐𝑐 + 𝑠2𝐹𝑙(𝑠)𝐺𝑠(𝑠)
−1𝑦𝑎𝑐𝑐 (3-22) 

𝑦𝑐𝑑 = 𝑠−2𝐹ℎ(𝑠)𝐺𝑠(𝑠)𝑦𝑑𝑖𝑠𝑝 + 𝐹𝑙(𝑠)𝑦𝑑𝑖𝑠𝑝 (3-23) 

これを整理すると次の式が導かれる． 

𝑦𝑐𝑎 = {𝐹ℎ(𝑠) + 𝑠2𝐹𝑙(𝑠)𝐺𝑠(𝑠)
−1}𝑦𝑎𝑐𝑐 (3-24) 

𝑦𝑐𝑑 = {𝑠−2𝐹ℎ(𝑠)𝐺𝑠(𝑠) + 𝐹𝑙(𝑠)}𝑦𝑑𝑖𝑠𝑝 (3-25) 

この式から明らかなとおり，Gs(s) ＝ s
2 でない場合は複合信号として計算される信号は変

位・加速度という物理的な意味合いを持たないことがわかる．現実に計測する信号は理論式

とは異なり加速度の計測信号が変位の計測信号の二階微分ではないので，フィードバックさ

れる信号はここで示した議論に従い理論的な変位と加速度とは異なる．その結果，加速度信

号での位相のずれが今回の実験では生じたものと考えられる． 
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第 4節 コントローラフュージョンの一般化 

本章の第 2 節で述べた手法は加速度と変位に着目した機械の運動制御のみではなく，より

一般的な制御の問題に対しても適用可能な手法である．この節では変位と加速度を目標値と

した場合のように 2階微分・積分で目標値が拘束されておらず，一般的な伝達関数表記 Gsに

より目標値同士が関連付けられている場合を考える．これを式で表すと式(3-26)となる 

[
𝑟1
𝑦1

] = [
𝐺𝑠 0
0 𝐺𝑠

] [
𝑟2
𝑦2

] (3-26) 

第 2 節の議論と同様にして，この式からコンポジットフィルタと似た複合信号を計算する

と次に示すとおりである．簡単のためにここでは，第 2 節と同様のコンポジットフィルタ構

成を利用して複合信号を導出する． 

𝑦𝑐1 = 𝐹ℎ(𝑠)𝑦1 + 𝐺𝑠𝐹𝑙(𝑠)𝑦2 (3-27) 

𝑦𝑐2 = 𝐺𝑠
−1𝐹ℎ(𝑠)𝑦1 + 𝐹𝑙(𝑠)𝑦2 (3-28) 

第 2 節と同様に推定信号を用いてフィードバック制御を行う場合の操作量は式(3-29)とな

る． 

𝑢 = 𝐿𝑎𝑦𝑐1 + 𝐿𝑑𝑦𝑐2
+ [𝐿𝑓1(𝑠) 𝐿𝑓2(𝑠)] [

𝑟1
𝑟2

] (3-29) 

これはフィードバックのひとつの構成である． 

𝑢 = 𝐿𝑎(𝐹ℎ(𝑠)𝑦1 + 𝐺𝑠𝐹𝑙(𝑠)𝑦2) + 𝐿𝑑(𝐺𝑠
−1𝐹ℎ(𝑠)𝑦1 + 𝐹𝑙(𝑠)𝑦2)

+ [𝐿𝑓1(𝑠) 𝐿𝑓2(𝑠)] [
𝑟1
𝑟2

] 
(3-30) 

第 2 節の最後に述べたフィードフォワード補償器を含んだ形を次に導出する．同様の手順

によりフィルタ特性を含む伝達関数で操作量をまとめると次のようになる． 
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𝑢 = 𝐿𝑎(𝐹ℎ(𝑠)𝑦1 + 𝐺𝑠𝐹𝑙(𝑠)𝑟2) + 𝐿𝑑(𝐺𝑠
−1𝐹ℎ(𝑠)𝑟1 + 𝐹𝑙(𝑠)𝑦2)

+ [𝐿𝑓1(𝑠) 𝐿𝑓2(𝑠)] [
𝑟1
𝑟2

] 
(3-31) 

式(3-26)における信号の関係性を利用すれば次の操作量導出式を導くことができる． 

𝑢 = 𝐿𝑎(𝐹ℎ(𝑠)𝑦1 + 𝐹𝑙(𝑠)𝑟1) + 𝐿𝑑(𝐹ℎ(𝑠)𝑟2 + 𝐹𝑙(𝑠)𝑦2)

+ [𝐿𝑓1(𝑠) 𝐿𝑓2(𝑠)] [
𝑟1
𝑟2

] 
(3-32) 

第 2 節で示したものと同様に誤差をフィードバックする制御系構成と類似した構造の制御

系をここでも導くことができる． 

𝑢 = 𝐿𝑎𝐹ℎ(𝑠)(𝑦1 + 𝐹ℎ(𝑠)−1𝐹𝑙(𝑠)𝑟1) + 𝐿𝑑𝐹𝑙(𝑠)(𝐹𝑙(𝑠)
−1𝐹ℎ(𝑠)𝑟2 + 𝑦2)

+ [𝐿𝑓1(𝑠) 𝐿𝑓2(𝑠)] [
𝑟1
𝑟2

] 
(3-33) 

しかしながらフィードフォワード補償器を導く際には次の仮定を導入しなければならない．

式(3-27)，式(3-28)で使用したフィルタの分子多項式，分母多項式は次の式(3-34)と式(3-35)で

示される要素を含む必要がある． 

𝐹ℎ(𝑠) =
𝑁(𝑠)𝑓ℎ

𝐷(𝑠)𝑓
=

�̂�(𝑠)𝑓ℎ𝐺(𝑠)𝑠

𝐷(𝑠)𝑓
 (3-34) 

𝐹𝑙(𝑠) =
𝑁(𝑠)𝑓𝑙

𝐷(𝑠)𝑓
 (3-35) 

また，フィルタの伝達特性が制御対象のダイナミクスへ影響を及ぼさないようにするため

に式(3-34)，式(3-35)は次の関係を満たさねばならない．そうでない場合，複合信号と計測さ

れる信号の間にはフィルタ特性が存在する． 

𝐹ℎ(𝑠) + 𝐹𝑙(𝑠) = 1 (3-36) 
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これらが満たされるとき，式(3-32)は次のように改めて計算される． 

𝑢 = 𝐿𝑎𝐹ℎ(𝑠) (𝑦1 +
𝐷(𝑠)𝑓

�̂�(𝑠)𝑓ℎ𝐺(𝑠)𝑠

𝑁(𝑠)𝑓𝑙

𝐷(𝑠)𝑓
𝑟1)

+ 𝐿𝑑𝐹𝑙(𝑠) (
𝐷(𝑠)𝑓

𝑁(𝑠)𝑓𝑙

�̂�(𝑠)𝑓ℎ𝐺(𝑠)𝑠

𝐷(𝑠)𝑓
𝑟2 + 𝑦2)

+ [𝐿𝑓1(𝑠) 𝐿𝑓2(𝑠)] [
𝑟1
𝑟2

] 

(3-37) 

𝑢 = 𝐿𝑎𝐹ℎ(𝑠) (𝑦1 +
𝑁(𝑠)𝑓𝑙

�̂�(𝑠)𝑓ℎ𝐺(𝑠)𝑠

𝑟1) + 𝐿𝑑𝐹𝑙(𝑠) (
�̂�(𝑠)𝑓ℎ𝐺(𝑠)𝑠

𝑁(𝑠)𝑓𝑙
𝑟2 + 𝑦2)

+ [𝐿𝑓1(𝑠) 𝐿𝑓2(𝑠)] [
𝑟1
𝑟2

] 
(3-39) 

これよりフィードフォワード制御補償器は以下のとおり導出される． 

𝐻(𝑠) =
�̂�(𝑠)𝑓ℎ

𝑁(𝑠)𝑓𝑙
 (3-40) 

式を整理すれば以下のとおりである． 

𝑢 = 𝐿𝑎𝐹ℎ(𝑠)(𝑦1 + 𝐻(𝑠)−1𝑟2) + 𝐿𝑑𝐹𝑙(𝑠)(𝐻(𝑠)𝑟1 + 𝑦2)

+ [𝐿𝑓1(𝑠) 𝐿𝑓2(𝑠)] [
𝑟1
𝑟2

] 
(3-41) 

ただし，フィードフォワード補償器の分子多項式，分母多項式の次数差が 0 であるために

フィードフォワード補償器に含まれる多項式には次の条件が必要である． 

𝑑𝑖𝑚(�̂�(𝑠)𝑓ℎ) = 𝑑𝑖𝑚(𝑁(𝑠)𝑓𝑙) (3-42) 

一般化された制御系の構成を次の図に示す．一般化された方法は変位・加速度の関係を有

する信号以外にも使用することが可能である．この方法を用いることで二つ以上の変数を出

力する制御系に対しても，それぞれを周波数成分ごとに使い分ける制御系を簡単に構成する

ことが可能である． 



第 3 章 

  53 / 90  

 

 

Fig. 3.13 Controller Fusion generalized form. . In case of 2 input and 2-output system  

 

第 5節 変位・加速度フィードバックによる運動制御の今後 

第 3 章で述べた制御系設計手法は第 2 章のものに比べて簡単であり，実装時に調整するパ

ラメータが少ない．制御性能は実験結果が示すとおり良好なものである． 

本章ではセンサフュージョンの一種であるコンポジットフィルタからコントローラフュー

ジョンの制御系を導く方法を示した．さらに，実験結果が示すとおり，コンポジットフィル

タとコントローラフュージョンは構成が異なるが，その制御性能には差がほぼないことがわ

かる．このことからコントローラフュージョンとセンサフュージョンは同等であると考えら

れる． 

また，本実験で用いたロードセルには振幅に依存したノイズ特性が存在したため，このロ

ードセルから導出した加速度波形は外乱信号を多く含む．それにもかかわらず，状態空間を

もとに設計した制御系は安定な制御を実現している．このようなノイズ特性に対して今回の

実験ではモデル化をしてそれにあった外乱除去対策を行っていない．つまり，モデル化を行

わない外乱に対しても本手法では制御系が不安定にならないから，本実験で使用した制御系

はロバスト性が極めて高いといえる．そのため，振動台やロボットのアクチュエータなど，

モデル化している部分のほかに何かしらのダイナミクスが存在する制御対象に対しても本手

法は良好な制御性能を実現することができるとか期待される． 

  

H(s)-1

H(s)

La Fh(s)

Ld Fl(s)

Lf2(s)

Lf1(s)
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第 3章補足 変位・加速度フィードバックゲイン導出の一例 

本章の第 2 節，第 3 節で示した実験では，変位フィードバック・加速度フィードバックの

ゲインを決定するために，状態フィードバックによる極配置を参考にして，状態フィードバ

ックゲインから変換により導く方法を考案し，利用した．その方法をここでは紹介する． 

まず制御対象の状態方程式をつぎのように定める．ただし，この系は 2 次元の状態ベクト

ルを有し，出力信号 yは変位と加速度の 2次元のベクトルであるとする． 

�̇� = 𝐴𝑥 + 𝐵𝑢 

𝑦 = 𝐶𝑥 + 𝐷𝑢 
(3-43) 

最初に，制御対象の極を変化させられることを示すため，フィードバック制御のみを考え

て説明を進める．現代制御理論の基礎知識としてよく知られた全状態量フィードバックによ

る極配置を行うための操作量は次のとおり． 

𝑢 = 𝐾𝑏𝑥 (3-44) 

いま，制御対象の状態ベクトルの次元と出力の数が等しい場合を考える．式展開の最初に

おいた制御対象に対する過程はこれを満たす．この条件を数式で記述すると次のようになる． 

𝑟𝑎𝑛𝑘(𝐶) = 𝑟𝑎𝑛𝑘(𝐴) (3-45) 

このとき，状態ベクトル𝑥に対して出力が次を次のように定義する． 

𝑦 = 𝐶�̂� + 𝐷𝑢 (3-46) 

この定義を用いて，状態ベクトルを出力値と操作量から算出することができる．ただし少

なくとも Cの疑似逆行列𝐶#が存在することが必要である． 

�̂� = 𝐶#(𝑦 − 𝐷𝑢) (3-47) 

式(3-44)のようにこの状態ベクトルを使って全状態量フィードバックを行う場合，式(3-47)

は次の式へ変形できる． 
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�̂� = 𝐶#(𝑦 − 𝐷(𝐾𝑏�̂�)) (3-48) 

これを整理して状態ベクトル𝑥は次の式にしたがって導出されることがわかる． 

�̂� + 𝐶#𝐷𝐾𝑏�̂� = 𝐶#𝑦 (3-49) 

�̂� = (𝐼 + 𝐶#𝐷𝐾𝑏)
−1𝐶#𝑦 (3-50) 

式(3-50)から，出力値を元に全状態量を算出するためのゲインは次の式で定義される． 

𝐶𝑥 = (𝐼 + 𝐶#𝐷𝐾𝑏)
−1𝐶# (3-51) 

この式を利用して全状態量フィードバックを行う．そのための操作量は式(3-44)を利用して

次のように書ける． 

𝑢 = 𝐾𝑏𝐶𝑥𝑦 (3-52) 

フィードフォワード制御を併用する場合は次のとおりになる． 

𝑢 = 𝐾𝑏�̂� + 𝐾𝑓𝑟 (3-53) 

𝑢 = 𝐾𝑏𝐶𝑥(𝑦 − 𝐷𝐾𝑓𝑟) + 𝐾𝑓𝑟 (3-54) 

𝑢 = 𝐾𝑏𝐶𝑥𝑦 + (𝐼 − 𝐾𝑏𝐶𝑥𝐷)𝐾𝑓𝑟 (3-55) 

本節で述べた手法が有効であることは本章の実験により示されているが，ここでは改めて

数値計算の一例を示す．図 3.14はシミュレーション結果であり．図 3.15は計算コードである．

本手法により導出された変位・加速度のフィードバックゲインを用いて制御対象の固有値を，

一般的な状態フィードバックによる方法と同様に変化させられることがシミュレーション結

果より明らかである． 
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Fig. 3.14 Simulation results: Comparing state feedback with proposed method 

 

%% Plant 
wn = 30;                                  %Plant natural frequency 
zetan = 0.5;                               %Plant damping ratio 
Ap = [   0         1 
     -wn^2  -2*zetan*wn];                 %A matrix of state space equation 
Bp = [0 wn^2]';                            %B matrix 
Cp = [1   0 
     Ap(2,:)];                             %C matrix acc and disp output 
Dp = Bp;                                  %D matrix acc and disp output 
Gp = ss(Ap,Bp,eye(2,2),zeros(2,1));          %Plant system state vector output 
Gp2 = ss(Ap,Bp,Cp,Dp);                    %Plant system acc and disp out 
 
%% State Feedback 
ws    = 50;                               %Controlled natural frequency 
zetas = 0.9;                               %Controlled damping ratio 
ceig(1) = -ws*zetas+ws*sqrt(zetas^2-1);     %Desired pole 
ceig(2) = conj(ceig(1));                      %Desired pole(Conjugated) 
Kb = place(Ap,Bp,ceig);                    %State feedback gain 
Kff = ceig(1)*ceig(2)/wn^2;                 %Feedforward gain 
Gc = Kff*feedback(Gp,Kb)                  %System that state feedbacked 
 
%% Output feedback 
Cx = inv((eye(2,2)-Cp¥Dp*Kb))/Cp;          %Calculating output feedback gain 
Lbx = Kb*Cx;                              % 
Lfx = (1 + Kb*Cx*Dp)*Kff;                  %Calculating feedforwad gain 
Gcyf = Lfx*feedback(Gp2,Lbx)              %System that output feedbacked 

Fig. 3.15 An example Matlab codes for output feedback algorithms as same as state feedbacks 
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第 4章 

動揺再現装置への適応制御の導入 

Introducing Model Reference Adaptive Control 

for motion simulator controllers 

第 1節 未知ダイナミクスが存在するもとでの制御 

動揺再現装置の制御を議論する場合には搭載物の影響を考慮する必要がある．特に地震波

再現装置や動的試験装置でこの問題が大きく扱われるのは序論で述べたとおりである．フラ

イトシミュレータやドライビングシミュレータのように搭載物の質量などが既知であるなら

ば，それらをふまえてアクチュエータの制御を行うことで良好な制御性能を実現できる．し

かし，不特定の試験体を扱う実験向けの装置については制御系設計時に搭載物の動的特性を

利用することはできない．先行研究[48]でも地震波再現装置の搭載物が動揺再現装置へ与える

ダイナミクスを補償するために適応アルゴリズムが用いられている．適応アルゴリズムのな

かでもモデル規範適応制御[49]は制御対象の状態量が計測できるならば操作量導出に制御対

象のモデルが必要ない．このため，試験対象のダイナミクスを同定することなく動揺再現装

置の制御が可能になると期待できる． 

本章ではモデル規範適応制御のアルゴリズムを紹介し，動揺再現装置へ応用する際に考慮

すべき点を明らかにしていく． 

第 2節 モデル規範適応制御の紹介 

ここでは美田らの文献[49]ランダウらの文献[50]を引用・参照しながら，モデル規範適応制

御を紹介する．モデル規範適応制御では規範モデルの状態ベクトルと制御対象の状態ベクト

ルとの誤差が 0 へ収束することを補償するために誤差ダイナミクス定義している．この節で

は誤差モデルのダイナミクス簡単に説明し，規範モデルとして 1次系のモデルを扱う場合の

利点を述べる．いま，規範モデルと制御対象のモデルを次のように設定して説明を進める． 

𝑥�̇� = 𝐴𝑚𝑥𝑚 + 𝐵𝑚𝑟𝑑  (4-11) 
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�̇� = 𝐴𝑥 + 𝐵𝑢 (4-12) 

規範モデルの状態ベクトルと制御対象の状態ベクトルとの差を取り，新たに誤差ベクトル

として式(4-13)のとおりに定義する．誤差ベクトルのダイナミクスは先述した規範モデルのダ

イナミクスと制御対象のダイナミクスを用いて次のように記述できる．式(4-14)のダイナミク

スはエラーダイナミクスとも呼ばれる． 

𝑥𝑒 = 𝑥𝑚 − 𝑥 (4-13) 

𝑥�̇� = 𝐴𝑚𝑥𝑚 + 𝐵𝑚𝑟𝑑 − 𝐴𝑥 − 𝐵𝑢 (4-14) 

式(4-14)が誤差ダイナミクスの基本式である．このダイナミクスを調整して誤差が 0へ収束

するように操作量 u を決定することが適応制御の目的である．その方法に関する研究は複数

存在するが，ここではポポフの超安定定理[50]に基づいて誤差を 0へ漸近させる方法について

述べる． 

操作量 u の一つの形として次の式が挙げられる．本節では議論を簡単にするためにこの基

本的な適応ゲインの形を例にとって説明する． 

𝑢 = 𝐾𝑟(𝑡)𝑟𝑑 + 𝐾(𝑡)𝑥 (4-15) 

式(4-15)を式(4-14)に代入して xeについて整理すると式式(4-16)を得る 

𝑥�̇� = 𝐴𝑚𝑥𝑒 + (𝐵𝑚−𝐵𝐾𝑟(𝑡))𝑟𝑑 + (𝐴𝑚 − 𝐴 − 𝐵𝐾(𝑡))𝑥 (4-16) 

誤差ダイナミクスが 0 を漸近させるためには次の式であらわされる適応ゲインを用いる必

要があることが知られている．これの証明はランダウらの書籍[49]が詳しい．また，Stotenの

提案したMinimal Control Synthesis 手法(以下，MCS手法) [51]はランダウらの証明した適応ゲ

インの原理をもとに操作量導出の適応ゲインとして利用しており，適応動作実現のための制

御系設計が簡易で実用向けといえる．本研究では MCS 手法を適応動作実現のために用いた．

なお，式(4-17)と式(4-18)は MCS手法で述べられている適応ゲインの式である． 

𝐾𝑟(𝑡)＝𝛼 ∫ 𝐶𝑒𝑥𝑒(𝑡)𝑟𝑑(𝑡)𝑑𝑡 + 𝛽𝑥𝑒(𝑡)𝑟𝑑(𝑡)
𝑡

0

 (4-17) 
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𝐾(𝑡)＝𝛼 ∫ 𝐶𝑒𝑥𝑒(𝑡)𝑥(𝑡)𝑑𝑡 + 𝛽𝐶𝑒𝑥𝑒(𝑡)𝑥(𝑡)
𝑡

0

 (4-18) 

ただし，𝛼と𝛽は適応ゲインに対する重み係数であり適応ゲインの増減速度を調整するもの

である．c eはポポフの超安定定理を利用する際に必要であるエラーダイナミクスに対する強

正実条件(Kalman- Yakubovichi 条件)[50]を満たすための係数であり，その導出は以下のとおり

である． 

𝐴𝑚
𝑇 𝑃 + 𝑃𝐴𝑚 = −𝑄 

𝐶𝑒 = 𝐵𝑒
𝑇𝑃 

𝐵𝑒 = [0 ⋯ ⋯ 0 0 1]𝑇 

(4-19) 

Q は正定値行列の重み係数であり，P はリアプノフ方程式の解である．一般にはこの式へ

適当な値 Qを与え，方程式を解くことで Pを導出し，これをもとに c eは導出される．ところ

で Kalman- Yakubovichi 条件が本来規定しているのは式(4-19)を満たす正定な行列 P,Q が存在

することである．そのため，規範モデルを安定な 1 次系のダイナミクスとして設定するなら

ば式(4-20)が成り立つ 

(−𝜆)𝑃 + 𝑃(−𝜆) = −𝑄 

𝐶𝑒 = 𝐵𝑒
𝑇𝑃 

𝐵𝑒 = 1 

(4-20) 

𝜆 は設定した規範モデルの固有値を表す正の整数である．これを式展開していくと以下の

展開を得る． 

−2𝜆𝑃 = −𝑄 

𝐶𝑒 = 𝐵𝑒
𝑇𝑃 

(4-21) 

いま C e＝1とすると，式(4-21)式は次の通り変形できる． 
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𝑄 = 2𝜆 

𝑃 = 1 

(4-22) 

λは正の整数であるから，Qは正の整数となり，これは正定な行列の一種とみることができ

る．Pは 1であるからこれも同様．ゆえに規範モデルへ 1次系を用いる場合は常に c e =1 とす

ることができる．またこの場合にはリアプノフ方程式を解く必要がない． 

第 3節 実験 

本章では簡易な実験装置を利用した適応制御の実験を紹介する．実験装置の概略は図 3.1

に示す通り．装置は台車，ガイドレールとアクチュエータ(リニアモータ)から構成され，台車

の上に重りを搭載することができる．なお，重りと台車を固定するスタッドボルトの間には

隙間が存在する．本実験では制御系設計時にパラメータとして重りの質量を含まないで設計

された適応制御器の応答性能が，重りを搭載することによりどのように変化するか観察する．

なお，適応制御による制御系は第 2節で紹介した 1次系の規範モデルを用いた．MCSの設定

を表 4.1 に示す．また，比較のため PID 制御系でも同じ制御対象と目標値を使用して制御を

行った．PID制御器の設定を表 4.2 に示す． 

規範モデル，適応アルゴリズムの設定は以下の式に示すとおりである． 

 

𝑥�̇� = −
𝑡𝑠
4

𝑥𝑚 +
𝑡𝑠
4

𝑟𝑑  (4-23) 

𝑢 = 𝐾𝑟(𝑡)𝑟𝑑 + 𝐾(𝑡)𝑥 (4-24) 
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Table 4.1 MCS controller setting for experiments 

Parameters Values 

Settling time [s] 6.37 × 10−2 

Adaptive weight 𝛼 1.00 

Adaptive weight 𝛽 1.00 × 10−1 

 

Table 4.2 PID controller setting for experiments 

Parameters Values 

Proportional gain 1.00 

Integral gain 2.00 × 101 

Derivative gain 2.00 × 101 

 

出力される変位の比較は計測装置の電圧[V]を単位として利用した．実験結果を図 3.2 に示

す．まず，実験結果なかで目標値と出力値に遅れ要素が存在するが，これは装置環境に依存

して発生したものと，目標値と実験結果の出力値を重ね合わせる際に生じる誤差によって生

じるものであるため，本論文では議論の対象としない．次に，PID 制御を用いた場合，重り

を搭載したことによって生じたダイナミクスの変化に対応できず，重りを搭載した場合には

振動が見られる．これは図 3.2の(b)で顕著である．一方でMCSを利用した制御では重りを搭

載した場合と重りを搭載しない場合とではその応答特性に大きな差は見られない．表 4.1 に

は重りを搭載しない場合の出力と搭載した場合の出力の差を RMS 値で評価した数値を示す． 

 

 

Fig. 4.1 Experiment rig to validate a performance of Adaptive control 
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PID control experimental results MCS control experimental results 

 

 

PID control (14.5-16 sec.) 

 

MCS control (14.5-16 sec.) 

Fig. 4.2 Experiment results and comparing traditional PD control with MCS control 

 

Fig. 4.3 Adaptive gain in MCS controller 
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Table 4.3 Controlled output difference between two conditions 

 Root mean square value 

PID control 1.15 × 10−2 

MCS control 8.25 × 10−3 

 

表 4.3 の結果から，適応制御を利用することで未知のダイナミクスである重りとスタッド

の隙間の影響を受けない運動制御が実現できることは示された．また，近似的に 1 次系の規

範モデルを利用した簡単な適応制御手法の実現が可能であることも示されたといえる． 

 

第 4節 適応制御による動揺再現装置制御の展望 

本章では簡単な実験装置を用いた実験を紹介したが，この実験装置を動揺再現装置のアク

チュエータとしてみるならばこの実験結果はそのまま動揺再現装置の制御へ応用できる．ま

た，地震波再現装置のような搭載物のダイナミクスがリアルタイムに変動していくものに対

して，本研究で示した結果は応用可能であると考えられる．その結果，可能地震波再現装置

による破壊実験などの精度向上へ寄与すると考えられる． 

また，本手法はアクチュエータなどに非線形ダイナミクスが存在する場合や，機構に起因

する非線形性がある制御対象の制御にも利用することができる．非線形性を持つ制御対象の

場合，線形化を行い，ダイナミクスを線形にしたうえでそれに対する制御を行う方法が有効

である．これの一つとして適応制御を利用する方法が考えられる． 

次の第 5 章では適応制御を用いた線形化を紹介する．制御対象として幾何学的な非線形性

を有する動揺再現装置であるスチュワートプラットフォーム機構の運動制御へ適応制御を利

用する場合の例を述べる． 
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第 5章 

適応制御の応用例：IDCSによる 

スチュワートプラットフォームの運動制御 

An application of adaptive control: IDCS based controller 

for a Stewart platform 

第 1節 スチュワートプラットフォーム機構 

ビークルシミュレータでは 6 自由度の運動を再現するためにスチュワートプラットフォー

ム機構を有する動揺再現装置が用いられている．ビークルシミュレータを用いた研究として

は地震発生時における運転者の運転行動を調査するために用いたものがある[52]．この研究で

は自動車の運動に加えて，地震による加振を再現する必要があるため動揺再現装置が付いた

ビークルシミュレータを利用されている．序論でも紹介したとおり，実験での利用する際に

は動揺再現装置による正確な力の提供が必要となる．そのため，ビークルシミュレータにお

いても地震波再現装置と同様に変位や加速度の再現が必要である． 

スチュワートプラットフォームの概形を図 5.1 に示す．スチュワートプラットフォームは

直動アクチュエータを 6 つ組み合わせて構成される．このような形状の機構はロボティクス

分野ではパラレルロボットと呼ばれている[24][53]． 

アクチュエータには電動機のほかにも油圧シリンダが用いられることもある[54]．スチュワ

ートプラットフォームと同様の機構はマニピュレータや加工機械などの構造などにみること

ができる[55][56]．また，スチュワートプラットフォームの構造を持つ移動ロボットも提案さ

れており[57]，これらの例からもこの機構が広く実用されていることがわかる． 

本章では東京農工大学で本研究に先行して開発されていたスチュワートプラットフォーム

機構のシミュレータ[58]を用いて，第 5章で紹介した適応制御を利用する，動揺再現装置に対

する制御の一例を紹介する． 
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Fig.5.1 Control plant for adaptive controller: Each strut has local adaptive controller  

第 2節 補償器設計 

スチュワートプラットフォームはプラットフォームの直動方向 X,Y,Z 軸とアクチュエータ

の配置が平行ではないため幾何学的な非線形性を有する．ただし，制御対象のダイナミクス

を線形化して扱いやすくすることで簡単な制御が実現できる．線形化の手法としてロボティ

クスの分野では計算トルク法(Computed torque control method) [59]が有名である．計算トルク

法は線形化することで，制御系に PID制御などを使用することを可能にしている．  

もう一つの方法としては非線形制御を用いる方法がある．これには受動性を考慮した制御

(Passivity based control)[60]や第 4章で紹介したモデル規範適応制御が該当する．受動性を考慮

した制御系は操作量導出を定める式の導出に制御対象のモデルが必要であるが，モデル規範

適応制御では制御対象のモデルは必要ではない． 

スチュワートプラットフォームの運動を制御する場合，プラットフォームの可動域を考慮

する必要がある．これは，プラットフォームで再現すべき波形が，プラットフォームの仕様

による制約によって必ずしもそのすべてが再現できないことから，あらかじめ目標値やプラ

ットフォームに対する操作量に制約条件を設けるものである．このような考え方は Motion 

cueingと呼ばれる[61]．これらの問題は，出力から逆に入力すべきトルクを算出するため逆問

題[62]に属するものであり，目標値が制約を満たすように計算する場合には目標値が制御を行

う時間全域にわたって基地であることが望ましい．そうでない場合，適当なトルクを入力し，

得られた出力が制約条件を満たす制御は制約を満たす出力が得られるようなトルクを計算す

ることで実現できる．これは制約条件を満たすなかで目標値に近い出力を得ることができる

トルクを計算するという問題であり，制御工学でよく見られる．この際に計算されるトルク

を制御へ直接利用することができれば，近似的に逆問題を解いていることと同じである．こ
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Drive
Prismatic 
Joint

Spherical Joint

Drive Prismatic Joint
Displacement: q

×6
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の考え方はフィードバック制御の基本原理から導くことができる[63][64]．これら考え方をま

とめたものが Inverse Dynamics Compensation via Simulation feedback 手法(以下，IDCS手法)[33]

である． 

第 3節 Simulation feedback と適応制御の利用 

IDCSの構成を図 5.2に示す．図の青枠線で囲われている範囲は計算機上で演算されるシミ

ュレーション領域である．このシミュレーションでは制御対象の運動方程式を，力を引数と

して座標系の変位・速度を算出する順問題として解く．このとき，コントローラゲインが十

分に大きい値をとるならば，フィードバック制御系の原理に基づいて，近似的に制御対象の

逆ダイナミクスが計算される．このため，シミュレーションで計算した操作量を実物の制御

対象へ入力することで，目標値と実際の制御対象の出力をほぼ等しくすることができる．な

お，シミュレーション上にはフィードバックが存在するが，実物の制御対象の出力値を補償

器からの操作量算出に利用していないため，IDCSはフィードフォワード補償である． 

スチュワートプラットフォームのモデリングについてはW. Khalil らの文献[53]が参考にな

る．また，モデル作成に際してはフライトシミュレータ(FSCAT-A)[16]のパラメータを利用さ

せていただいた．そのパラメータの一部を表 5.1 に示す．今回作成したスチュワートプラッ

トフォームの順動力学モデルは，スチュワートプラットフォーム本体のモデルに加えて，フ

ライトシミュレータのキャビンが持つダイナミクスも含まれている． 

運動方程式は一般的な表記に沿った式(5-1)を利用している[59]今回のモデルではストラッ

トのトルク𝜏を入力した場合のストラットの変位(𝑞, �̇�, �̈�)を式(5-1)より算出する．これを目標

となるストラット挙動(𝑞, �̇�, �̈�)の値から適当な制御器を用いることでトルクを計算する． 

本研究では補償器として第 4 章で紹介した Stoten らの研究による，Minimal Control 

Synthesis(MCS)[22][23]を制御アルゴリズムに採用した．  

 

  

𝜏 = 𝐴(𝑞)�̈� + 𝐵(𝑞, �̇�)�̇� + 𝐶(𝑞) (5-1) 
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Fig. 5.2 Basically block diagram of IDCS method  

 

本研究では MCS アルゴリズムの中でも先行研究においてロボティクス分野における応用

実績のある Er-MCSI[34][35]アルゴリズムを利用した．操作量は３つの適応ゲインを有する次

の式から導出される． 

𝑢 = 𝐾𝑟𝑟 + 𝐾𝑥 + 𝐾𝑖𝑥𝐼 (5-2) 

Kr，K，Kiが Er-MCSI における適応ゲインである．r は制御対象への目標値，x は制御対象

の状態ベクトル，xiは次の式で定義される状態ベクトルの積分値である． 

𝑥𝑒 = 𝑥𝑀 − 𝑥 (5-3) 

𝑥𝐼 = 𝐶 ∫ 𝑥𝑒(𝑡)𝑑𝑡
𝑡

0

 (5-4) 

なお，xm は規範モデルの状態ベクトルであり，これに制御対象の状態ベクトルを追従させ

ることがモデル規範適応制御の目的である．規範モデルは線形時不変で安定な系として定義

される． 

Controller

Plant

Plant model

Simulation Feedback

Table 5.1 Stewart type motion simulator’s physical parameters (Referenced from JAXA FSCAT-A) 

Translation [m] 8.60 × 10−1 

Rotation [deg.] 2.00 × 10 

Simulator cabin size [m] W: 5.26, D: 4.48, H:2.77 

Simulator cabin weight [kg] 8.77 × 103 
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𝑥�̇� = 𝐴𝑀𝑥𝑀 + 𝐵𝑀𝑟 

𝑦𝑀 = 𝐶𝑥𝑀 
(5-5) 

適応ゲインの定義式は次のとおりである． 

𝐾𝑟(𝑡) = 𝛼 ∫ 𝑐𝑒𝑥𝑒(𝑡)𝑟
𝑇(𝑡)𝑑𝑡

𝑡

0

+ 𝛽𝑐𝑒𝑥𝑒(𝑡)𝑟
𝑇(𝑡) (5-6) 

𝐾(𝑡) = 𝛼 ∫ 𝑐𝑒𝑥𝑒(𝑡)𝑥
𝑇(𝑡)𝑑𝑡

𝑡

0

+ 𝛽𝑐𝑒𝑥𝑒(𝑡)𝑥
𝑇(𝑡) (5-7) 

𝐾𝐼(𝑡) = 𝛼 ∫ 𝑐𝑒𝑥𝑒(𝑡)𝑥𝐼
𝑇(𝑡)𝑑𝑡

𝑡

0

+ 𝛽𝑐𝑒𝑥𝑒(𝑡)𝑥𝐼
𝑇(𝑡) (5-8) 

本研究では制御系の実装を簡単に行うため，規範モデルとして１次遅れ系を利用した．こ

の規範モデルは次の式で表される．  

𝑞�̇̃� = − 4 𝑡𝑠⁄ 𝑞�̃� +4 𝑡𝑠⁄ 𝑞𝑑𝑖 

i.e. : i = 1,2,3,4,5,6 
(5-9) 

IDCSと Er-MCSIによるフィードフォワード補償の概略を図 5.4に示す． 

 

 

Fig. 5.3 Control scheme for Stewart type motion simulator by IDCS method 
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第 4節 実用上の留意点 

IDCSはフィードフォワード制御であるため，制御対象のモデルに実際との誤差がある場合

は制御性能が低下する．そのため，実用する際には制御対象の内部にフィードバックが存在

することが望ましい．図 5.4はフィードバックがついた IDCSによる制御系構成である．比較

のため図 5.5 には計算トルク法による制御系構成を示す． 

本研究で提案する制御系の構成は 2 自由度制御系の構成と類似している．そのため，モデ

ル誤差に対する感度が低いフィードバックを用いても，IDCSによるフィードフォワード補償

器の動作により目標値に対する追従特性が著しく劣化することはない[39]．一方で計算トルク

法は前述したとおり線形化に立脚した手法であるため，モデルが不正確な場合は制御性能の

低下や不安定化を招く可能性がある．これらの留意点について明らかにするために，提案手

法でスチュワートプラットフォームを制御した場合の数値シミュレーションを次に示す． 

 

 

Fig. 5.4 A kind of 2-dof Control scheme by IDCS feed forward compensation 

with local feedback compensator 

 

Fig. 5.5 General Computed torque control method configuration 

 

  

PD
Physical

plant
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第 5節 提案手法の数値シミュレーション 

図 5.6，図 5.7，図 5.8 は数値シミュレーションを行った制御系の概要である．まず，実物

の制御対象を模擬するために，図 5.6 へ示す通り数値シミュレーションにおける制御対象の

計算モデルにはモデル化誤差として振動特性を 1 自由度線形振動モデルにより表現したダイ

ナミクスを与えた．パラメータは表 5.2 へ示した値を利用した．この特性は提案手法と計算

トルク法の制御系設計に用いるモデル PMには含まれていない．図 5.6 に示した IDCS による

制御では，シミュレーション領域内の PID 制御補償器によってシミュレーション上のスチュ

ワートプラットフォームのモデルが 1 次系のダイナミクスになるように調整している．シミ

ュレーション上の制御対象モデルでは外乱が存在しないためこのような手法をとることも可

能である．図 5.8 は計算トルク法による制御の例である．線形化を行うための計算要素には

図 5.7の IDCSに含まれるモデルを用いている． 

𝐺ℎ(𝑠) =
𝐾ℎ𝜔𝑛ℎ

2

𝑠2 + 2𝜔𝑛ℎ𝜁𝑠 + 𝜔𝑛ℎ
2  (5-10) 

 

 

Fig. 5.6 Simulated plant on numerical simulation 

 

Fig. 5.7 Simulation configuration (1): Controller designed according to IDCS method 
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Fig. 5.8 Simulation configuration (2): Controller designed according to 

 Computed torque control method 

 

Table 5.2 Simulation parameters for the resonance in a leg structure  

parameters Kh 𝜔nh [Hz] 𝜁 

values  1.00 × 10−8 5.00 2.50 × 10−1 

 

Table 5.3 Controller parameters for the simulation study 

 
Computed torque control method 

 +  PD 

IDCS + ErMCSI 

Simulation loop Inner loop 

Proportional gain 3.48 × 102 5.00 × 107 5.00 × 107 

Derivative gain 3.05 4.75 × 107 4.38× 105 

Integral gain - - 2.81 × 106 

t s [s] - 1.00 × 10−3 - 

𝛼 - 5.00 × 103 - 

𝛽 - 5.00 × 102 - 

c e - 1.00 - 

 

 

Fig. 5.9 Desired motion for a Stewart platform : simulation study 
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シミュレートした動作は図 5.9 の概要図が表す通り，プラットフォーム X 軸上を周期 1Hz

で 5.00cmの振幅で 4秒間駆動させたものである．X軸以外の目標値は 0に設定した． 

図 5.11 に計算結果を示す．この結果は初期時刻におけるスチュワートプラットフォームの

姿勢から時間経過とともにどのように姿勢が変化しているかを初期位置の姿勢に対して相対

的に示したものである．提案手法では在来手法である計算トルク法とほぼ同程度の性能が得

られることが確認された．ただし，本シミュレーションの PD,PID制御系の調整に少なからず

経験的な調整がなされていることを考えれば，計算トルク法と本手法の比較をおこなうこと

は適当ではない．ただし，IDCSによるシミュレーションフィードバックによって順動力学モ

デルを利用したシミュレーションが存在していれば，簡単に非線形制御系を構築することが

可能であることは示されたといえる． 

第 6節 IDCS利用の今後 

この章ではスチュワート型プラットフォーム運動再現性能を向上させるため，適応制御手

法と IDCS 手法を組み合わせたフィードバック補償器を提案し，数値シミュレーションによ

りその効果を検証した．提案手法を在来手法である計算トルク法と比較することで IDCS に

よるフィードフォワード補償器の有効性を明らかにした． 

シミュレーション結果からは提案手法に含まれる IDCS 制御手法は幾何学的な非線形性を

有する制御対象に対して近似的に逆ダイナミクスを計算することが可能であることが示され

た．また，外乱やモデル化誤差，特に制御対象モデルの次数変化に対して不安定になりやす

い適応制御系のアルゴリズムも，本手法のようにシミュレーションを通して理想的な環境を

提供することで理論上示されている性能を発揮しやすいという利点を示すこともできた．  
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(a) X direction controlled results  (b) Controlled error on X direction  

 

 

(c) Z direction controlled results  

 

(d) Pitch rotation controlled results  (e) Adaptive gains on ErMCSI  

in simulation feedback  

Fig. 5.10 Simulated results: Each results show a relative displacement and rotation angle  

respected from initial platform positions. The CTM+PD is a controller based on computed torque 

control method and PD controller. IDCS+ErMCS method is proposed one 
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第 6章 

本研究分野における今後の展望と課題 

Future topics and applications 

 

本章ではこれまでに述べた研究結果が今後どのような分野へ応用可能であるかを検討する．

まず第 2 章，第 3 章で述べた加速度フィードバックと変位フィードバックに関する方法は動

揺再現装置の運動再現性能の向上だけではなく，自動車や自律移動ロボットなどに代表され

る移動体の位置・加速度の制御に応用することが可能である．移動体の運動を制御する場合，

移動体内部に存在するセンサを利用して移動体の位置などを計測するデッドレコニング

(Dead reckoning)[65]が必要である．車両形状の移動体を考えるとき，その位置はタイヤの回転

数などにより計測でき，加速度は加速度センサなどによって計測することができる．しかし，

序論や第 2 章のはじめに述べたとおりこれらのセンサもノイズを含んでいる．また，モーシ

ョンシミュレータの制御に関する場合と同様に変位信号と加速度信号の物理的特性があるた

め，低周波数域の信号成分が支配的なゆっくりとした動きのときは変位信号を主に計測し，

高周波数域の成分が支配的となる早い動きの際には加速度センサを主に計測することでノイ

ズや計測機器の特性に影響されない位置情報の取得が可能となる．位置計測は制御を目的と

していることが多く，計測された信号を制御に利用する場合については第 2 章や第 3 章での

研究に対する背景と移動体の位置情報計測と制御の問題は同じ背景を有しているから，これ

らの章で述べた手法はそのまま応用することが可能であると考えられる． 

第 3 章の研究では制御対象の極を任意の位置に配置することで制御系を設計して油圧アク

チュエータを使った実験を行った．しかし，現代制御理論の枠組みを使った制御系設計が可

能であるならば，評価式に基づいて線形二次最適化を行う制御(LQR最適制御)[39]を使用した

場合にはどのような結果が得られるのかは興味深い．第 3 章で定式化した方法であれば，セ

ンサをどの周波数を境にして使い分けるのかを制御対象の極や制御系全体の極配置とは関係

なく設計できるため，たとえば操作量の 2 次形式評価を最小とするようなものが簡単に実現

できると考えられる．制御系設計において極配置によって制御対象の極を任意に設定するこ

とは設計者が配置する極と状態量が制御においてどのような物理的な意味合いを有するのか

理解している場合には有用であるが，そうでない場合には評価式などによって制御系の設計
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を行うほうが適している．このような考え方からも，LQR最適制御のような評価式に基づく

制御手法で実験を行った場合の結果は興味深い． 

また，第 2 章や第 3 章で述べたセンサを帯域別に使い分ける研究や，速度・変位の信号を

利用した制御などはロボティクス分野でも類似した研究がみられる．杉原らの研究[66]ではセ

ンサ固有の周波数応答特性を考慮して姿勢推定に用いるセンサを使い分けることを論じてお

り，本論文第 2 章・第 3 章の目的と類似するところがある．同じく本論文で述べたような目

標値として速度・変位を用いる制御は文献[67]では PD制御の一例として紹介されている．こ

れに照らし合わせると，本研究で用いた加速度・変位を目標値として用いる制御手法は PD

制御のさらにもう 1階微分動作を行っていることになる．このような場合，PD制御で比喩的

に言われるような予見性能が本手法においても見られるのか，また，PD制御と比較してどの

ように異なるのかは今後の研究課題の一つとなると考えられる． 

第 4 章と第 5 章で述べた適応制御と，それを基にしたスチュワート型プラットフォーム制

御の例題はロボティクス分野への応用が期待できる．特に逆動力学計算を順運動学に基づく

数値モデルとフィードバック数値シミュレーションで計算する手法で近似する方法は計算コ

ストを考慮する必要があるものの，計算の見通しをよくし，トルクを計算する際に関節の加

速度・速度・変位のそれぞれが連続であることを暗に考慮することができるなどの点で，一

般的な逆動力学計算を行う手法よりも簡単である．また，IDCS手法については制御対象へト

ルクとして入力する操作量のエネルギや駆動限界を考慮する必要がある場合にも，数値シミ

ュレーション内のフィードバックの性能を調整すればそれらを簡単に考慮することができる．

また，数値シミュレーションを実時間以下の周期で計算できるならば予見的な性質を有する

制御系が実現できるのではないかと筆者は考えている． 

機械の制御を行う際に，あらかじめ既知のダイナミクスを有する部分と未知のダイナミク

スを有する部分が組み合わされた制御対象の制御を行う場合，そのような中で既知の部分を

安定に制御することは制御工学の研究における一つの挑戦である．本研究で述べた動揺再現

装置における制御に関する研究はこれに関連する研究であり，制御工学における挑戦に対す

る一つの道筋を提案するものである．ちなみに，これがうまく取り入れられているシステム

は生き物や人間であるといえる．生き物は未知ダイナミクスが遍在する環境の中で身体をう

まく運動させている．このような観点からは本研究の成果が，生き物はなぜ環境や対象が未

知のものでもうまく制御を行うことができるのかという問題を解決するための研究にも少な

からず関連している可能性があると考えている． 
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第 7章 

結論 

Conclusion 

 

本論文では動揺再現装置：モーションシミュレータの運動を制御することを問題とし

て取り上げ，制御手法に関する研究を行ってきた成果を述べ以下の知見を得た． 

まず，第 2章では周波数応答特性をもとにして加速度信号と変位信号を使い分けるフ

ィードバックについて紹介した．本手法は帯域通過フィルタを用いて加速度信号と変位

信号の使い分けを実現することが可能であることを示した．また，加速度をフィードバ

ックする制御により振動台の加速度を正確に目標化速度へ追従させることができれば

プラットフォームに搭載された被試験構造物のダイナミクスに影響されない振動台の

制御が可能であるとの考察に基づき加速度再現性能が重視されることを説明した．提案

手法の応用例として小型の振動台による地震波再現の実験を紹介した． 

第 3章では，変位・加速度のフィードバックを行う制御系の設計方法が設計者の経験

的調整に依存する可能性を懸念し，設計パラメータの低減と設計手法の系統化を試みた．

先行研究を参考にして第 2章で述べた制御系設計の問題点を克服し，同手法により変位

フィードバックと加速度フィードバックを周波数に応じて使い分ける制御系が実現で

されることを示した．また，本章では加速度のフィードバックと変位のフィードバック

の使い分けを行う提案した手法が条件を満たす範囲内で複数の出力信号を使い分ける

制御へ一般化することができることを示した．この二つの章で述べた結果により，モー

ションシミュレータのプラットフォーム加速度を目標化速度信号へ正確に追従させる

制御を実現する方法を提案することができたといえる．また，第 3章の内容は本手法が

加速度・変位の関係を有する信号だけでなく，より一般的な関係を有する目標値信号に

対する制御へも応用可能であることを示すものである． 

第 4章においては，振動台における大きな問題である，搭載物のダイナミクスがプラ

ットフォームの運動へ影響を及ぼして制御し性能が悪化する問題に対し，搭載物のダイ

ナミクスを同定しながら制御を行う適応制御の導入を検討し，実験を通してその特性な

どを紹介した．本章では続く第 5章の基礎的内容をまとめている． 



第 7章 
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続く第 5章ではビークルシミュレータによくみられる，スチュワート型プラットフォ

ームの制御を述べた．シミュレーションを使った仮想的なフィードバックと適応制御手

法を組み合わせることにより，スチュワートプラットフォームの構造に起因する非線形

性に起因する軸同士の運動が干渉しやすい問題を，順動力学モデルを利用した IDCSに

よる制御で解消することが可能であることを述べた．シミュレーションフィードバック

を利用することで，逆動力学計算を近似的に行うことができることは先行研究でも検討

されていたが，スチュワートプラットフォームのような複雑な構造を持つ制御対象に対

してシミュレーションフィードバック適用する例を本論文では新たに紹介した．これに

よって幾何学的非線形性を有する制御対象へのフィードフォワード制御を簡単に行う

ことが可能であることを示した．また，併進や回転の複数軸を有する機構を持つモーシ

ョンシミュレータにおいて，各軸の運動を干渉させることなく独立に制御することが可

能であることを述べた． 

第 6章では第 5章までの内容をまとめ，この分野における今後の研究展望について述

べるとともに，第 3章で述べた議論がロボティクス分野などに用いられている制御手法

などへ応用可能であるとの考察を与えた． 

以上の議論より，本論文の研究成果はモーションシミュレータの制御分野において加

速度を積極的にフィードバック制御へ利用することが可能であることを主張するのみ

ならず，普遍的な機械の運動制御問題において一つの提案を与えるものである． 
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付録 

第 2章・第 3章で述べた設計方法の 

等価性に関する補足 

Appendix: Controller design approach on chapter 2 

and chapter 3 

 

ここでは，第 2章で述べた周波数応答に基づく制御系設計手法と，第 3章で述べた制

御系設計手法が本質的には等価であることを補足として解説する．第 2 章で示した制御

系設計手法がコンポジットフィルタをもとにした制御系設計手法によって実現できる

ことは第 3章で述べたとおりである．逆に，第 2章で述べた制御系設計手法から第 3章

で述べたコンポジットフィルタをもとにした制御系設計と同様の制御系が実現できる

ことを付録として記しておく． 

第 3章ではコンポジットフィルタから導かれる制御の操作量が，コントローラフュー

ジョンによる制御系と同様であることを示した．本章では，モデルマッチングによって

設計されるコントローラフュージョン操作量がコンポジットフィルタを使用した制御

に用いられる操作量と同様であることを式展開により示す．なお，式展開で用いる変数

などの定義は第 3章と同様である． 

まず，モデルマッチングによって変位信号をフィードバックする補償器を式(A-1)と

定め，加速度信号をフィードバックする補償器を式(A-2)の通りに定める．これには第 2

章で議論したとおりの帯域通過特性がフィードバック補償器に含まれる． 

𝐶ℎ𝑏(𝑠) = (𝐿𝑑𝑠−2 + 𝐿𝑎)𝐹ℎ(𝑠) (A-1) 

𝐶𝑙𝑏(𝑠) = (𝐿𝑑 + 𝐿𝑎𝑠2)𝐹𝑙(𝑠) (A-2) 

フィードフォワード補償器は次の関係を満たす 

𝑠2𝐶ℎ𝑓(𝑠)+𝐶𝑙𝑓(𝑠) = 𝐿𝑓 (A-3) 

第 2章の議論に従うと，Dual Model Matchingによって構成された制御系から導出される

操作量は式(A-4)の通り． 
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𝑢 = [𝐶ℎ𝑓(𝑠) 𝐶𝑙𝑓(𝑠)] [
�̈�
𝑟
] + [(𝐿𝑑𝑠−2 + 𝐿𝑎)𝐹ℎ (𝐿𝑑 + 𝐿𝑎𝑠2)𝐹𝑙] [

�̈�
𝑦
] 

(A-4) 

式(A-4)を展開して式(A-1)と(A-2)を代入し，整理すると式(A-5)を得る．これをさらに

展開して，変位信号，加速度信号と目標値の信号ごとにまとめると式(A-6)を得る． 

𝑢 = (𝐿𝑑𝑠−2 + 𝐿𝑎)𝐹ℎ(𝑠)�̈� + (𝐿𝑑 + 𝐿𝑎𝑠2)𝐹𝑙(𝑠)𝑦 + 𝐶ℎ𝑓(𝑠)�̈� + 𝐶𝑙𝑓(𝑠)𝑟 
(A-5) 

𝑢 = 𝐿𝑎(𝐹ℎ(𝑠)�̈� + 𝑠2𝐹𝑙(𝑠)𝑦) + 𝐿𝑑(𝑠−2𝐹ℎ(𝑠)�̈� + 𝐹𝑙(𝑠)𝑦)

+ (𝐶ℎ𝑓(𝑠)𝑠
2 + 𝐶𝑙𝑓(𝑠)) 𝑟 

(A-6) 

式(A-6)に対して，コンポジットフィルタで用いられる仮定である式(A-7)(注：第 3章に

おける式(3-4)と同様である)を代入すると式(A-8)を得る 

𝐹ℎ(𝑠) + 𝐹𝑙(𝑠) = 1 (A-7) 

𝑢 = 𝐿𝑎𝑦�̈� + 𝐿𝑑𝑦𝑐 + 𝐿𝑓𝑟 (A-8) 

式(A-8)は第 3章で述べた式(3-8)と等しい．よってモデルマッチング手法を用いたコン

トローラフュージョンによる操作量から，コンポジットフィルタによる操作量が導出さ

れることが示された． 
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大学院在籍時の業績 
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【雑誌論文における発表】 

15. 霜野慧亮，青田隼一，田川泰敬，複数の制御系の融合による高精度な追従特性

を有する制御系の設計と 3自由度電動加振機を用いた地震波再現実験，日本機
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【所属大学以外での研究活動】 

2011 年 5月 31 日～8 月 5日 英国 University of Bristol Faculty of Engineering  
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2013年 6月 23日～9月 16日 英国 University of Bristol Faculty of Engineering  

Advanced Control and Test laboratory 訪問研究・共同研究  
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あとがき 

 

本論文は著者が東京農工大学大学院の田川 泰敬 教授の研究グループで行った研究

プロジェクトをもとにしてまとめたものです．東京農工大学の関係各位にはご迷惑をか

けてばかりでしたが，それにもかかわらず博士論文を完成させることができたのは母校

の指導・研究体制や校風に恵まれたところが大きいと私は思います．  

研究室に所属してからは多くの良い先輩・後輩に恵まれました．先輩諸氏，特に田上 

将治 博士 と弘中 浩二 博士には初めて研究室に所属した時に研究の進め方や実験を

どのように進めるかを丁寧に教えていただきました．ほかにも，野川氏，加藤氏，永山

氏など諸先輩方に教えていただいた基礎がなければ，今日私が無事に大学院を修了する

ことはできなかったと思います．先輩方には改めて御礼を申し上げます．後輩諸氏，特

に伊東君，張君，岩崎君，青木君，神田君，羽場君，松方君，小川君，木名瀬君と米田

君には，私が気付かなかった課題などへの率直な指摘をいただき，彼らの質問に私が窮

することもありました．しかし，彼らがいなければ私の研究において存在した問題点な

どに気づくこともなかったかもしれません．その意味で彼らも私の大学院生活において

重要な研究仲間であったと思います．今後，後輩諸君がどのような道へ進んだとしても，

それぞれが進んだ分野で活躍されることを私は願うばかりです． 

大学・大学院の同級生諸君にも謝意を表さねばならないでしょう．在学中は幾度とな

く世話になりました．それぞれ進む道は違いますが，彼ら・彼女らがその分野で活躍し，

いずれまた，どこかでともに仕事をする機会があることを楽しみにしております． 

 

最後に，大学院在学中に幾度となく困難なことはありましたが，その時々に支えてく

れた方々に感謝いたします． 

 

 平成 26年 3月 霜野 慧亮 


